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第１章　序論

１－１研究の背景

石炭灰とは石炭の燃焼した残漆で，主に石炭火力発電所から排出され，日本における発生量は図１．１に示

すように今日の電力事情から数年後には１千万トンを超えると推測されている１）。１９９１年制定の「再生資源

の利用の促進に関する法律」（通称，リサイクル法）および２００１年制定の「資源の有効な利用の促進に関

する法律」（通称，資源有効利用促進法）において石炭灰は指定副産物に定められ有効利用の促進が求めら

れている。日本では現在その６割程度がセメント原料や路盤材として活用されているが，残り４割は埋め立

て等で処分されており，図１－２に示すようにその量は２０００年で２００万トンを超えている。更に，石炭灰は

世界規模で今後の増量が確実視されており，今日の最優先課題である環境保全の観点から石炭灰有効利用技

術の開発が急務の課題となっている２）。石炭灰の諸性状に関する資料を付録に示す。一方，コンクリートの

原料はこれまで自然界からの採取に頼ってきたが，瀬戸内海地域における近年の海砂採取禁止措置に見られ

るように，その採取量には限界がある。しかし，コンクリートは今日の生活環境基盤を形成する主要な建設

資材の一つで，今後も多量の需要が確実であり，その原料確保が緊急課題となっている。

万トン

１，２５０

１，０００

７５０

５００

２５０

０

＿　 Ｊ
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西暦年

図１－１　日本における石炭灰発生量の推移

日本での石炭灰推定発生量（２０００年）；５１０万トン

狗沼桝 材脇 桝彬 彩孝顎

」－－－－－Ｙ・・－・－－－－一一ノ

２００万トン以上

図１－２　日本における石炭灰の処分量
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石炭灰のなかでもフライアッシュは従来からコンクリートの高性能化を目的としてセメント原料や混和材

に用いられ，その施工性や力学的特性についての性能把握が進んでいる３，４）。近年ではフライアッシュやフ

ライアッシュ以外の石炭灰を大量に使用したコンクリートについても研究５～１３）が進み，その性能が明らか

になりつつある。石炭灰を大量に使用したコンクリートは普通コンクリートに比べ施工性や長期強度増大な

ど多くの優れている点を持つ反面，初期強度の低さや中性化の懸念から，現在の用途は人工漁礁等の直接に

強度や剛性を要求されないものに限定されている。これまでの研究もコンクリートそのものの物性について

調べたものが多く，構造材料としての性能について調べたものはほとんどないのが現状である。

大量の石炭灰をコンクリートに混入し建物等の構造材料として使用できれば，膨大な消費を見込め，なお

かつコンクリート原料の自然界からの採取量を減量できる。このような現状に鑑み，石炭灰を建築構造分野

に有効利用するための技術開発に関して，石炭灰を混入したコンクリートを用いた鉄筋コンクリート部材お

よび構造体の構造安全性に関する研究が必要とされている。

１－２　研究の経過

すでに研究代表者等は科学研究費補助金（平成１１～１２年度，基盤研究（Ｃ）（２），課題番号；１１６５０５８７，課題

名；石炭灰を多量に使用した鉄筋コンクリート部材の耐震特性に関する研究，研究代表者；荒木秀夫）等の

研究助成費を受け，石炭灰を活用した鉄筋コンクリート建築物の実現に向け，各種の実験的研究を展開して

きた。これまでに石炭灰を混入したコンクリートの建築構造材料としての力学的特性を把握し１４，１５），各種の

縮小鉄筋コンクリート部材の載荷実験を実施して，石炭灰の混入が鉄筋コンクリーート部材の構造安全性に及

ぼす影響を検討した１６～１８）。しかしながら，石炭灰を混入することで発生するコンクリート内部での粒度構

成の変化は，試験体のサイズに応じて，その力学的特性に顕著な影響を及ぼす可能性があるため，実用に供

するためには耐震性能や施工性を実大サイズで検証することが必要である。特に，耐震性能の把握は地震国

である日本においては安全性確保のために不可欠なものである。

１－３　研究の目的

本研究では，石炭灰を建築構造材料としてリサイクルする資源循環型技術の実用化を目指し，石炭灰を大

量に混入した鉄筋コンクリート建築物の構造性能，耐震性能および施工性を実大サイズの部材レベルで把握

することを目的として，下記の項目に関して検討を行う。

・石炭灰を混入した実大サイズのコンクリート構造体における材料特性分布の把握

…‥コンクリート構造体内部各点における比重，圧縮強度，引張強度，ヤング係数，ポアソン比

の力学的特性の分布性状に関する検討

・石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱に関する施工性および耐震性能の検証

…‥実大サイズの構造部材の施工時におけるフレッシュコンクリートの性状およびコンクリート

打設性能の把握

…。．美大サイズの構造部材の耐力，変形能力，エネルギー吸収能力等の耐震性能に関する検討

本研究を通して，構造安全性の見地から建築分野における石炭灰多量活用の有効性を検証する。
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１－４　研究の方法

上記の目的の達成に向け，本研究では以下に示す①～③の試験および実験を実施する。

①実大サイズのコンクリート構造体からコア抜きしたコンクリート供試体の素材試験

②実際の建設工事に準じた手順による実大鉄筋コンクリート柱の施工試験

③美大鉄筋コンクリート柱の載荷実験

①のコア抜きしたコンクリート供試体の素材試験の結果は，それと同時に作成し標準水中養生したコンク

リート供試体の試験結果と比較し，構造体内における力学的特性分布を検討する。②の施工試験で製作した

実大鉄筋コンクリート柱を試験体として③の載荷破壊実験を実施する。この際，実験変数は石炭灰混入の有

無，コンクリートの設計基準強度および試験体に加える軸力比とする。これらの結果を検討することで，石

炭灰の混入が実大サイズの鉄筋コンクリート部材の構造特性に及ぼす影響を検証・評価することを試みる。

一３－



幕２章　コンクリート構造体内の材料特性分布

石炭灰を活用したコンクリートを用いて実大サイズの柱型構造体１体を作成し，その各所からコア抜きし

たコンクリート供試体の素材試験を実施して材料特性の分布性状を把握する。材料特性の基準値として鱒柱

型構造体と同時に作成し標準水中養生したコンクリート供試体の試験結果を用いる。

２－１コンクリートの使用材料と調合設計

２－１－１コンクリートの使用材料

重畳座

右炭灰には中国電力（株）新小野田発電所産の原粉を使用した。本研究ではより大量の石炭灰の有効利用

を目指す目的に沿うため，ＪＩＳフライアッシュに分級・精製される以前の原粉の採用を選択した。石炭灰の

物理性状を表２－１に，粒度分布を図２－１に示す。原粉ではあるがＪＩＳフライアッシュⅡ種にほぼ匹敵する物

理性状を有している。

表２－１使用した石炭灰の物理性状

中国電力（株）新小野田発電所産

湿分 強 熟減量 － 比重 ブレーン値 フロー値 ＭＢ吸着量

（％） （％） ｃｍ２／ｇ （％） ｍｇ／ｇ
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図２－１使用した石炭灰の粒度分布

セメント

普通ボルトランドセメント（密度３．１６釘Ｃｍ３，比表面積３，２７０ｃ血２／ｇ）を使用した。
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謹呈星

佐賀県呼子町産海砂（表乾比重２．５８，吸水率１．８３％，ＦＭ２．７０）と広島県産瀬戸砕砂（表乾比重２．５９，吸水

率１．７２％，ＦＭ２．８０）をＪＩＳの細骨材粒度の管理値内に納まるように体積比７：３で混合して使用した。

塾里延

岡山県産芳井砕石（表乾比重２．７０，吸水率０．６６％，ＦＭ６．７４）と広島県産瀬戸砕石のうち最大寸法２０ｍｍ

（表乾比重２．６５，吸水率０．７９％，ＦＭ７．０１）と最大寸法１５ｍｍ（表乾比重２．６５，吸水率０．７１％，ＦＭ６．４２）の砕

石を容積比７：３で混合してＪＩＳの粗骨材粒度の管理値内に納まるように調整して使用した。

高性能減水剤

高性能ＡＥ減衰剤レオビルドＳＰ８ＬＳを使用した。

ＡＥ助剤

ＡＥ助剤マイクロエア７８５を使用した。

練混ぜ水

福山市上水道水を使用した。

２－１－２　コンクリートの調合設計

石炭灰の混入方法は細骨材置換材とし，全細骨材体積の２０％に相当する石炭灰を混入した。コンクリート

の調合では，設計基準強度Ｆｃ＝２７Ｎ／ｍｍ２，スランプ値１８±２．５ｃｍ，空気量４．５±１．０％を目標として，事前に

試し練りを行って調合設計を決定した。調合表を表２－２に示す。

表２－２　使用した石炭灰の物理性状

セメント白石炭灰量 水量 Ｓカ

紳骨材ノ 租骨材 混和剤

海砂 砕＿砂 砕石２０１亭
（芳井町産）

砕石２０１５
（瀬戸町産）・

砕石１５０５
（瀬戸町産）減水剤 ＡＥ剤

３２０ １２４ １８０ ４３ ２３９ ３６１ ２９０ ２８５ ４４８ ２．２４ １．６
【単位 ；ｋｇノ血３】

２－２　試験体の作製と．試験

２－２－１コンクリート構造体の製作

コンクリート構造体の寸法は実大の柱を想定し，高さ２，３５０ｍｍ，断面８００×８００ｍｍとした。その作製にお

いては，実際の建設工事に準じてコンクリートは生コンプラントで練り，コンクリートミキサー車で搬送し，

ポンプ圧送車で鋼製型枠に縦打ちで打設した。脱型は試験体の湿潤状態確保のために打設後７日以上経過し

てから行った。ただし，打設面である上面の養生は行っておらず，気中養生している。また，脱型後は実験

棟内に放置して気中養生とし，温度管理は行っていない。（写真２－１～写真２－３）

コンクリート構造体の製作に併せて，同一バッチのコンクリートを用いてシリンダー型（直径１００ｍｍＸ

高さ２００ｍｍ）コンクリート供試体を作製した。これらの供試体は脱型後に標準水中養生している。

－５－



写真２－１鋼製型枠の全景 写真２－２　コンクリート打設の状況

写真２－３　脱型後のコンクリート構造体
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２－２－２　コア抜きおよびコンクリート供試体の製作

コンクリート構造体のコア抜きは試験体の高さ方向に材令２８日と材令９１日において行った（写真２－４）。

コアボーリング位置を図２・２に示す。同園にある通りＳＴＡ～ＳＴＤが材令２８日，１ＴＡ～ｕＣが材令９１日に

おけるコア抜き位置である。いずれの材令時についてもコア抜き機で抜き出した長円柱を同一箇所でダイヤ

モンドカッターにて切断し（写真２－５），圧縮試験用のシリンダー型（直径１００ｍｍＸ高さ２００ｍｍ）コンク

リート供試体を作製した（写真２－６，写真２－７）。その両端面は圧縮試験前に研磨仕上げとしている。割裂

試験用の供試体は図２－２に示す通り圧縮試験用供試体の間で採取しており，高さが７５ｍｍ～１００ｍｍの間で

ばらつきがあることを付記する（写真２．８）。

写真２－４　コア抜きの風景

写真２－５　コア抜きした長円柱をダイヤモンドカッターにて切断

－７－



写真２－６　圧縮試験用のコンクリート供試体寸法

写真２－７　圧縮試験用のコンクリート供試体

写真２－８　割裂試験用のコンクリート供試体

－８－



２

７

十
２

１

２

・１

２

－ １

十 ２

ｌ

：〉：＿：ｒ
：：７こ ２

洗．
１

２

７

２

８００

材令２８日ｑ週）

実施日：平成１４年７月２日

【ｕｎｉｔ；ｍｍ】

８００

材令９１日（１３週）

実施日：平成１４年９月３日

図２－２　コンクリート構造体のコアボーリング位置
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２－２－３　試験方法

各材令時ともにコア抜きしてコンクリート供試体を作製した後，速やかに比重測定，圧縮試験（ＪＩＳＡｌｌＯ８

に準拠）および割裂試験（ＪＩＳＡｌｌ１３に準拠）を実施した。圧縮試験，割裂試験の載荷装置には６００ｋＮアム

スラー試験機を用いた。荷重は試験機からの検出値を測定し，圧縮試験ではテストピース側面中央部表裏に

貼付した２枚のコンクリート用ひずみゲージ（㈱東京測器研究所製ＰＬ－６０－１１）およびコンプレッソメーター

（㈱東京測器研究所製ＣＭＢｌＯ）を用いてひずみデ⊥夕を測定した。圧縮試験より圧縮強度，ヤング係数お

よびポアソン比を，割裂試験より引張強度を算定した。写真２－９に圧縮試験と割裂試験の様子を示す。また，

コンクリート構造体と同時に作製し，標準水中養生としたコンクリート供試体についても，コア抜きから作

製した供試体と同時に圧縮試験および割裂試験を実施し，各力学的特性を算定している。

コンクリート供試体

写真２－９　コンクリート供試体の圧縮試験および割裂試験
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圧縮試験および割裂試験による各力学的特性の算定方法を以下に記す。

圧縮強度

コンクリート供試体の圧縮強度は式２－１によって計算し，有効数字３桁まで求める。

ロＢ＝
Ｐｃ

ここに，ロＢ：圧縮強度（Ｎ／ｍ２）

ｄ：（ｄｌ＋ｄ２）／２（ｍ）

ｄｌ，ｄ２：コンクリート供試体の直交する２方向の直径

Ｐｃ：圧縮試験における最大荷重（Ｎ）

ヤング係数

コンクリート供試体のヤング係数は式２－２で計算し，有効数字３桁まで求める。

Ｅ＝（Ｓｌ－Ｓ２）／（と１－と２）

ここに，Ｅ：ヤング係数（Ｎ／ｍ２）

Ｓｌ：圧縮強度αＢの１／３に相当する応力度（Ｎ血皿２）

Ｓ２‥ひずみ度５０×１０－６の時点における応力度（Ⅳｍ２）

£１：応力度Ｓｌの時点におけるひずみ度

£２：ひずみ度５０×１０‾６

（式２－１）

（式２－２）

ポアソン比

コンクリート供試体のポアソン比はコンプレッソメーターで測定した横ひずみと縦ひずみから式２＿３によ

り計算する。

ソ＝横ひずみ／縦ひずみ

ここに，ソ：ポアソン比

引張強度

コンクリート供試体の引張強度は式２－４で計算し，有効数字３桁まで求める。

ここに，ロｔ：引張強度（Ｎ／ｍ２）

Ｐｔ：割裂試験における最大荷重（Ｎ）

ｇ：コンクリート供試体の長さ（ｍｍ）

－１１－
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２－３　試験結果および考察

２－３－１コア抜きしたコンクリート供試体の試験結果

（１）比重の分布

高さ方向における比重の分布の関係を図２－３に示す。上層部になるにつれて比重が小さくなり，特に最上

層で顕著に小さいことが分かる。これは骨材の沈下およびコンクリート打設後の上面からの水分の蒸発に起

因すると推察される。断面位置による差はなく，また，材令２８日と材令９１日とで有意な差は見られない。

（２）高さ方向における圧縮強度の分布

高さ方向における圧縮強度の分布の関係を図２－４に示す。上層部になるにつれて強度が低くなる傾向を示

している。この原因としては比重の場合と同様に骨材の沈下およびコンクリート打設後の上面からの水分の

蒸発が考えられる。なお，断面位置による有意な差はない。

（３）断面内での圧縮強度の分布

同一断面内での圧縮強度の分布を材令２８日については図を５に，材令９１日については図２－６にそれぞ

れ示す。各図中の①～⑧の番号はコンクリート供試体の最上部位置からの順番を表す。材令２８日の場合で

はコンクリート構造体の柱中心軸から遠ざかるにつれて圧縮強度がやや小さくなる傾向が一部で認められる。

試験体内部の温度差や水分の発散によるボゾラン反応の速度の違いがその原因として挙げられる。なお，材

令９１日の場合では柱中心軸位置の供試体がないため判断できない。

各位置における材令９１日での圧縮強度を材令２８日での圧縮強度で除して圧縮強度の増加比率を算定し，

その値を図２－７に示す。いずれの高さにおいても，柱中心軸からの距離が１４０ｍｍと２８０ｍｍの位置ではほ

ぼ一定であるが，３００ｍｍの位置で急激に増加比率が大きくなる傾向がわかる。
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（４）ヤング係数の分布性状

高さ方向におけるヤング係数の分布性状を図２－８に示す。断面位置および材令に依らず，上層部になるに

つれてヤング係数が小さくなる傾向を示しており，特に最上層で顕著に小さいことがわかる。
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（５）ポアソン比の分布性状

高さ方向におけるポアソン比の分布性状を図２－９に示す。高さ方向における有意な差はない。材令２８日

の結果はばらつきが大きいのに対し，材令９１日の場合は比較的安定しており，総体的に材令２８日の場合よ

り大きなポアソン比となっている。
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（６）引張強度の分布性状

高さ方向における引張強度の分布性状を図２－１０に示す。いずれもばらつきが大きいものの最上層の結果

を除き高さ方向における有意な差は見られない。また，断面位置による差も見られない。
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図２－１０　引張強度の分布性状

２－３－２　標準水中養生したコンクリート供託体との比較

コンクリート構造体からコア抜きして作製したコンクリート供試体の各力学的特性を標準水中養生したコ

ンクリート供試体の結果で除して基準化し，高さ方向の分布として図２－１１～図２－１４に示す。全ての力学的

特性に関して材令９１日に比較し，材令２８日の場合のばらつきがやや大きいことがわかる。また，いずれの

力学的特性も各材令時ともに断面位置による有意な差違は見られない。なお，いずれの力学的特性ともに最

上部の位置でそれ以降の部分の傾向とは異なる性状を示している。この原因はコンクリート打設後の上面か

らの水分発散に起因すると考えられる。以下に各力学的特性に関して特徴を述べる。

圧縮強度に関しては（図２－１１），いずれの材令においてもコンクリート構造体の上端から約１／３以降の

部分ではほぼ全点で標準水中養生したコンクリート供試体の結果より大きな値を示している。

ヤング係数に関しては（図２－１２），いずれの材令においてもコンクリート構造体の中間以降の部分で標

準水中養生したコンクリート供試体の結果と同等かやや大きな値を示している。

ポアソン比に関しては（図２－１３），いずれの材令においてもコンクリート構造体の高さ位置に依らず標

準水中養生したコンクリート供試体の結果をやや下回る値となった。

引張強度に関しては（図２－１４），ばらつきが大きいものの，いずれの材令においても総体的に標準水中

養生したコンクリート供試体の結果をやや上回る値となっている。

コンクリート構造体のポアソン比を除く各力学的特性は特に下層部において標準水中養生したコンクリー

ト供試体の結果を上回る傾向にあり，その原因として，骨材の下層部への沈降および試験体内部での発熱に

よるボゾラン反応増進が考えられる。
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２－４　まとめ

石炭灰を活用したコンクリートによる美大サイズの柱型構造体に関して，材料特性の分布性状を把握する

ために構造体各所からコア抜きしたコンクリート供試体の素材試験を実施した。その結果の検討および標準

水中養生したコンクリート供試体の試験結果との比較から以下の知見を得た。

・比重は上層部になるにつれて小さくなり，特に最上層で顕著に小さい。断面位置，材令による有意な差は
見られない。

・圧縮強度は上層部になるにつれて低くなる傾向を示し，いずれの材令においてもコンクリート構造体の上

端から約１／３以降の部分で，標準水中養生したコンクリート供試体の結果より大きな値を示した。同一

断面内において，コンクリート構造体の柱中心軸から遠ざかるにつれて圧縮強度がやや小さくなる傾向が

一部で認められた。

・ヤング係数に関しては，断面位置および材令に依らず，上層部になるにつれて値が小さくなる傾向を示し，

コンクリート構造体の中間以降の部分で標準水中養生したコンクリート供試体の結果と同等かやや上回る

値を示した。

・ポアソン比に関しては，高さ位置による有意な差はないが，長期材令時に増加する傾向が見られた。高さ

位置，断面位置，材令に依らず，標準水中養生したコンクリート供試体の結果をやや下回る値となった。

・引張強度に関しては，ばらつきが大きいものの，高さ方向による差違は見られず，総体的に標準水中養生

したコンクリート供試体の結果をやや上回る値となった。

・コンクリート構造体のポアソン比を除く各力学的特性は特に下層部において標準水中養生したコンクリー

ト供試体の結果を上回る傾向にあり，その原因として，骨材の下層部への沈降および試験体内部での発熱

によるボゾラン反応増進が考えられる。
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第３幸　美大鉄筋コンクリート種の施工性と耐震性能

石炭灰を活用したコンクリートの建設工事における施工性を検証するために，石炭灰の混入とコンクリー

トの設計基準強度を変数として，一般的な施工手順に準じて実大サイズの鉄筋コンクリート柱を製作し，フ

レッシュコンクリートの性状およびコンクリート打設性能を確認した。更に製作した実大鉄筋コンクリート

柱を試験体として，軸圧縮載荷実験および一定軸力下の水平載荷破壊実験を実施し，石炭灰の混入が実大サ

イズの鉄筋コンクリート部材の構造特性に及ぼす影響を検証・評価する。

３－１美大鉄筋コンクリート柱の概要

３ｔｌ－１美大鉄筋コンクリート柱の外形と実験変数

試験体とする実大鉄筋コンクリート柱３体は同一形状で，文献１９）の設計例を参考にして，柱部分は断面

８００×８００ｍｍ角，高さ２，４００ｍｍの外形とし，その上下に載荷装置に固定するためのスタブが取り付いている。

その外形を写真３－１に示す。実験変数は石炭灰混入の有無とコンクリートの設計基準強度とし，試験体名は

表３－１に示す通りＦＳ２７ＣＡ，ＦＳ３６ＣＡおよびＦＳ３６ＮＣである。低層建物の最下層柱を想定したＦＳ２７ＣＡでは，

コンクリートの設計基準強度Ｆｃを２７Ｎ／ｍｍ２とし，石炭灰を細骨材置換材として細骨材全体積の２０％に相当

する量を混入する。一方，中層建物の最下層柱を想定したＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣでは，コンクリート設計基準

強度Ｆｃを３６Ｎ／ｍｍ２とする。ＦＳ３６ＣＡでは石炭灰をＦＳ２７ＣＡと同様に細骨材置換材として細骨材全体積の

２０％分を混入し，ＦＳ３６ＮＣでは石炭灰を混入せず普通コンクリートを用いる。ＦＳ３６ＮＣは石炭灰混入の影響

を検討するための比較対象である。なお，載荷実験では実建物における軸力を勘案し，低層建物を想定した

ＦＳ２７ＣＡでは，軸力比７７＝０．１に相当する軸力を導入し，中層建物を想定したＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣでは，軸

力比刀＝０．２に相当する軸力を導入する。

表３－１試験体の一覧

試験体名 想定建物
Ｆｃ

（Ｎ／ｍｍ２） 乃
コンクリー ト種別 石炭灰混入方法

ＦＳ２７ＣＡ 低層 ２７ ０．１ 石炭灰コンクリー ト 細骨材置換 （体積比２０％）

ＦＳ３６ＣＡ 中層 ３６ ０．２ 石炭灰コンクリー ト 細骨材置換 （体積比２０％）

ＦＳ３６ＮＣ 中層 ３６ ０．２ 普通コンクｔ」－ ト なし

Ｆｃ：コンクリート設計基準強度

乃‥軸力比，刀＝Ｎ／（Ｆｃ・ｂ・Ｄ）

Ｎ：軸力，　ｂ：柱断面の幅，　Ｄ：柱断面の全せい

－２０－



写真３－１実大鉄筋コンクリート柱の外形

３－１－２　配筋設計

実大鉄筋コンクリート柱の配筋設計では，文献１９）に記載されている設計例を参考として，いずれの試験

体とも載荷実験における水平載荷により，せん断破壊に先立ち主筋の曲げ降伏が発生する曲げ降伏先行型と

なるよう計画した。また，付着割裂破壊に対しても安全となるよう設計している。ＦＳ２７ＣＡの配筋詳細を図

３－１に，配筋状況を写真３－２にそれぞれ示し，同一配筋であるＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣの配筋詳細を図３・２に，

配筋状況を写真３－３にそれぞれ示す。いずれの柱においても，主筋にはＳＤ３４５のＤ２５を１６本配しており，

引張鉄筋比はｐｔ＝０５５％（二段筋まで考慮）である。主筋間のあきは１６０ｍｍとし，主筋の両端部は定着確保
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のために８００ｍｍ角，厚さ９Ⅱ皿のエンドプレートを溶接する機械式定着を採用した。なお，エンドプレート

の中央にはのコンクリート打設のために直径４００ｍｍの充填孔が開いている。かぶりコンクリートの厚さは

主筋中心から８０ｍｍである。帯筋についてはコンクリート設計基準強度と軸カレベルの相違から仕様が異な

っている。ＦＳ２７ＣＡでは。字型としたＳＤ２９５のＤ１６（１３５０　フック）を１００ｍｍ間隔で配しており，帯筋比は

ｐｗ＝０．５０％である。一方，ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣでは高強度鉄筋ＵＳＤ１２７５のＵｌＯ．７を囲字型に溶接閉鎖して

１５０ｍｍ間隔で配しており，帯筋比としてはｐｗ＝０．３０％となる。帯筋比はＦＳ２７ＣＡに比較し小さいが，高強

度鉄筋を使用していることからせん断補強効果は高い。柱部分の上下に取り付くスタブでは主筋，あばら筋

ともにＤ２５を使用しており，柱体部分に比較して十分に高い剛性と強度を保持するよう考慮してある。ま

た，スタブにおけるかぶりコンクリートの厚さは１００ｍｍとした。

実大鉄筋コンクリート柱の設計時における曲げ終局耐力とせん断終局耐力，および両者の比から求めたせ

ん断余裕度を比較して，表３々に示す。文献２０）に示されている算定式に準拠し，曲げ終局耐力の算定では

同表脚注の式３・１を，せん断終局耐力の算定では式３－２をそれぞれ使用した。なお，曲げ終局耐力の算定

では，引張鉄筋として最外縁の主筋だけ考慮した場合（５－Ｄ２５）と二段筋まで考慮した場合（７－Ｄ２５）につい

て求めており，同表に示されている通り，いずれの場合も曲げ終局耐力がせん断終局耐力を下回る曲げ降伏

先行型となっている。なお，材料強度には設計基準強度および公称強度を用いている。

表３－２　設計時における終局耐力

試 験体 名 考 慮 した 主 筋 の本 数 曲 げ終 局耐 力 （ｋＮ）せ ん 断終 局耐 力 （ｋＮ） せ ん 断余裕 度

ＦＳ２７ＣＡ
７・Ｄ２５ １１７０ １３２０ １．１３
５・■Ｄ２５ ９８１． １２６６ １．２９

ＦＳ３６ＣＡ

ＦＳ３６Ｎ・Ｃ

７・Ｄ２５ １８５５ １９６３ １．０６

５・Ｄ２５ １６６９ １９０４ １．１４

曲げ終局耐力：ｃＱＭＵ

ｃＱＭＵ＝Ｍｕ／ｂ

終局曲げモーメント；Ｍｕ＝０．８ａｔロｓＹＤ＋０．５ＮＤ

（式３－１）

ａｔ：引張鉄筋断面積，ｂ：柱断面幅，Ｄ：柱断面せい，ｈ：柱高さ，

Ｎ：軸力，Ｆｃ：コンクリート設計基準強度，ＯｓＹ：主筋の降伏強度

せん断終局耐力：ｃＱｓｕ

ｃＱｓｕ＝¢ｕ＋０．１ｑ））ｂｊ

せん断終局応力度；旬＝０・０警忠讐チ）＋２．７応
（Ｍ／Ｑｄ）＋０．１２

平均軸方向応力度；恥＝Ｎ／仲Ｄ）

ｊ：応力中心間距離，払，匝：断面寸法による補正係数，

ＷＱｄ：せん断スパン比，ｐＷ：帯筋比，ロ椚：帯筋の降伏強度

－２２－
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主筋；１６－Ｄ２５（ＳＤ３４５）

主筋のあき；１６０ｍｍ

引張鉄筋比；０．５５％

帯筋；Ｄ１６（ＳＤ２９５，１３５０　フック）

帯筋間隔；＠１００ｍｍ

帯筋比；０．５％
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図３－２　ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣの配筋
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写真３－２　試験体配筋状況（ＦＳ２７ＣＡ）

写真３－３　試験体配筋状況（ＦＳ３６ＣＡ）
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３－１－３　コンクリートの調合

各実大鉄筋コンクリート柱のコンクリートの調合を表３－３に示す。設計強度はＦＳ２７ＣＡで２７Ｎ／ｍｍ２，

ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣで３６抑血ｍ２を目標値とし，スランプ値１８±２．５ｃｍ，空気量４．５±１．０％を目標にして試し練

りを行い，各コンクリートの調合を決定した。ＦＳ２７ＣＡとＦＳ３６ＣＡでは細骨材全体積の２０％を石炭灰の原粉

で置換している。ＦＳ３６ＣＡでは石炭灰を混入せず，普通コンクリートを使用している。実大鉄筋コンクリー

ト柱の製作に併せて，コンクリートの強度管理のために直径１００ｍｍ，高さ２００ｍｍのシリンダー型コンクリ

ート供試体を作成した。これらのコンクリート供試体は打設後１日で脱型を行い，水温２０℃に管理した水

槽中で標準水中養生としている。以下にコンクリートの各便用材料の概要を記す。

表３－３　コンクリートの調合

試験体名 セメン ト 水 石炭灰 納骨材 粗骨材 混和剤
（ｋ血 ３） （ｋｇ／ｍ３） （ｋｇ／ｍ３） （ｋｇ／ｍ３） （ｋｇ／ｍ３） （％）

ＦＳ２７ＣＡ ３２０ １８０ １２４ ６００ １０２３■ １．１２
ぎＳ３６ＣＡ ‾４００ １８０ １２４ ５７７ ９８３ ５．６
ＦＳ３６ＮＣ＿ ４３９ １８０ ０ ・７２５ ９４７ ３．７

重畳医

石炭灰には中国電力（株）新小野田発電所産の原粉を使用した。本研究ではより大量の石炭灰の有効利用

を目指す目的に沿うため・刀Ｓフライアッシュに分級・精製される以前の原粉の採用を選択した。石炭灰の

物理性状と粒度分布は第２章において表２－１および図２－１に示した通りである。

セメント

普通ボルトランドセメント（密度３．１６釘皿３，比表面積３，２７０ｃｍ毎）を使用した。

郡岩層

佐賀県呼子町産海砂（表乾比重２・５８，吸水率１・８３％，ＦＭ２．７０）と広島県産瀬戸砕砂（表乾比重２．５９，吸水

率１・７２％，ＦＭは・８０）を刀Ｓの細骨材粒度の管理値内に納まるように体積比７：３で混合して使用した。

墾旦塑

岡山県産芳井砕石（表乾比重２・７０，吸水率０．６６％，ＦＭ６．７４）と広島県産瀬戸砕石のうち最大寸法２０ｍ

（表乾比重２・６５，吸水率０・７９％，ＦＭ１０１）と最大寸法１５ｍｍ（表乾比重２．６５，吸水率０．７１％，ＦＭ６。４２）の砕

石を容積比７：３で混合して刀Ｓの粗骨材粒度の管理値内に納まるように調整して使用した。

高性能減水型

高性能ＡＥ減衰剤レオビルドＳＰ８ＬＳを使用した。

Ａ∈隕型

ＡＥ助剤マイクロエア７８５を使用した。

練混ぜ水

福山市上水道水を使用した。
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３－２　美大鉄筋コンクリート柱の施工試験

３－２－１フレッシュコンクリートの性状

実大鉄筋コンクリート柱の製作において，一般の建設工事の手順に準拠して，フレッシュコンクリートは

生コンプラントで製造したものをコンクリートミキサー車により運搬し，ポンプ圧送車を用いて打設した。

ＦＳ２７ＣＡは１２月下旬，ＦＳ３６ＣＡは６月下旬，ＦＳ３６ＮＣは７月上旬にコンクリート打設を実施し，その際・の外

気温はＦＳ２７ＣＡで１１度，ＦＳ３６ＣＡで２５度，ＦＳ３６ＮＣで２７度であった。いずれの実大鉄筋コンクリート柱に

おいても２バッチずつのフレッシュコンクリートを使用している。荷卸し時におけるフレッシュコンクリー

トの性状を把握するために，バッチごとにスランプ試験（ＪＩＳＡｌｌＯｌに準拠）および空気量試験（ＪＩＳＡｌ１２８

に準拠）を実施した。その結果を表３－４に示す。また，スランプ試験および空気量試験の状況を写真３－４

に例示する。スランプ値，空気量ともに石炭灰混入の有無に関わらず，２回の打設とも目標範囲内であるこ

とを確認した。従って，石炭灰を混入したコンクリートについても，適切な調合設計を実施することで目標

の品質を確保でき，生コンプラントで製造したレディーミクストコンクリートとしての提供が可能であるこ

とを示した。

表３－４　フレッシュコンクリート材料試験結果

試 鹸体 名
ス ラ ンプ値（ｃ血）・ ・空 気量 （％）

目標 値 （１８土２．５） 目標 値 （４．５土１．０）

「一回 目 二 回 目 一 回 目 三 回 日 、

ＦＳ２７ＣＡ １９．０ ２０．０ ５．０ ５．１

ＦＳ３６ＣＡ １９．■５ １７．５ ４．５ ５．５

ＦＳ３６ＮＣ ２０．５　＿ ．１８．１． ３．５ ３．５

写真３－４　スランプ試験および空気量試験の状況（ＦＳ３６ＣＡ）
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３－２－２　コンクリートの施工性

コンクリート打設においては，いずれの試験体ともに同一の鋼製型枠を使用して縦打ちとした。組み立て
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コンクリートの打設はポンプ圧送車を用いて実施した。その状況を写真３－６に示す。打設では打ち継ぎ面

の性状を調べるために，第１回目の打設では柱中間部の打設口からその位置に達するまでコンクリートを注

入し・３０分間放置の後に柱中間部の打設口を塞ぎ，新たに練混・運搬したフレッシュコンクリートをスタ

ブ頂部まで打設した０なお，この時に打ち継ぎ面の処理は行っていない。打設中は棒形振動機と型枠振動機

を使用して締固めを行った０柱部分内部の打設状況を写真３－７に示す。石炭灰を混入したＦＳ２７ＣＡと

ＦＳ３６ＣＡにおける打設でも，普通コンクリートのＦＳ３６ＮＣと同様にコンクリートの充填性は良好であり，ブ

リージングはいずれの場合も目視でははとんど見られなかった。

写真３－６　コンクリートの打設状況（ＦＳ３６ＣＡ）
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型枠の脱型は内部の湿潤状態を確保するために，いずれの場合も打設後７日以上経過の後とし，脱型後は

室内で気中養生した。この際に温度管理は行っていない。脱型後の柱中央打ち継ぎ部におけるコンクリート

表面の状況を写真３－８に例示する。打ち継ぎ面でのコールドジョイントや顕著なジャンカ等の欠陥は見られ

なかった。従って，石炭灰を混入した場合も，フレッシュコンクリートのワーカビリティーが損なわれるこ

とはなく，ノ施工性は従来の普通コンクリートによる場合と同様であり，ポンプ圧送車によるコンクリート打

設が可能であることを確認した。

写真３－７　柱部分内部の打設状況（ＦＳ２７ＣＡ）

写真３－８　打ち継ぎ部におけるコンクリｒト表面の状況（ＦＳ２７ＣＡ）
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３－３　莫大鉄筋コンクリート柱の載荷実験

３－３－１試験体

試験体は施工試験で製作した３体の実大鉄筋コンクリート柱である。その一覧と外形を表３－５および写真

３増に再掲する。これらの試験体に対して，まず，同表中の軸力比に達するまで軸力を載荷し，その際の軸

圧縮性能を検討する。その後，軸力を所定のレベルで一定に保持しつつ，水平方向に正負漸増繰り返し載荷

を破壊に至るまで加え，実大鉄筋コンクリート柱の水平抵抗性能を検証する。

表３・５　試験体の一覧

試 験体 名 想定 建物
Ｆｃ

（Ｎ／ｍｍ２） 乃
コ ンク リー ト種 別 石炭 灰混 入方 法

ＦＳ２７、ＣＡ ■低 層 ２７ ０．１ 石 炭灰 コ ンク リー ト ・細骨 材置 換 （体積 比 ２０％）

ＦＳ３６ＣＡ 中層 ３６ ０．２ 石 炭灰 コンク リー ト 細 骨材 置換 （体積 比 ２０％）

ＦＳ３６ＮＣ 中層 ３６ ０．２ 普 通 コ ンク リー ′ト な し

Ｆｃ：コンクリート設計基準強度，　刀：軸力比，叩＝Ｎ／（Ｆｃ・ｂ・Ｄ）

Ｎ：軸力，　ｂ：柱断面の幅，　Ｄ：柱断面の全せい

写真３ｔ９　試験体の実大鉄筋コンクリート柱
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３－３－２　実験方法

（１）制御計測システム

本実験では石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱の耐震性能を検証するために，所定の軸力比までの

軸圧縮載荷，および一定軸力下での正負交番繰り返し載荷を実施する。実験の載荷およびデータ収録に関す

るシステムの構成を図３－３に示す。実験システムは制御システムと計測システムから構成されている。制御

システムは荷重制御と変位制御を行い，荷重はジャッキシステムから制御用ＰＣ（Ｉｉｙａｍａ製Ｖ５００ＪＳ４）で制

御し，変位は制御用変位計から直接計測し，データロガー（（株）東京測器製ＴＤＳ－６０２）を介して制御用ＰＣ

で制御した０これらのデータはスイッチボックス（（株）東京測器製ＳＨＷ－５０Ｄ）に入力され，データロガー

（（株）東京測器製ＴＨＳ－１１００）とＧＰ－ＩＢで接続した計測用ＰＣ（ＮＥＣ製Ｍａｔｅ－ＮＸＭＡ５０Ｊ）で記録した。その

他にもひずみゲージ，変位計からのデータをスイッチボックス（（株）東京測器製ＳＨＷ－５０Ｄ，ＳＨＷ－５０Ａ）に

入力し，計測用ＰＣで記録している。

図３－３　制御・計測システムの構成

（２）載荷方法

福山大学ハイテクリサーチセンターにある大型試験載荷装置を使用して載荷を実施した。その正面からの

詳細を図３－４に示す。同園にある通り，載荷装置は水平ジャッキ，鉛直ジャッキ，各ジャッキに付属するロ

ードセルおよび載荷用治異から構成されている。水平ジャッキ，鉛直ジャッキともにその両端にはピンが設

置してある。試験体を設置した状態での載荷装置の全景を写真３－１０に示す。
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人の大きさ

図３－４　載荷装置
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写真３－１０　載荷装置全景

＿３４－



この載荷装置を用いて所定の軸力比までの軸圧縮載荷を行い，その後，一定軸力下での正負交番繰り返し

載荷を実施する。試験体はいずれの場合も上下のスタブにおいて３２本ずつの全ネジＰＣ銅棒（¢１９）によ

って装置治具申に固定し，各ＰＣ銅棒には２００ｋＮ以上のプレテンションカを導入して，試験体と載荷治具を

緊結する。低層鉄筋コンクリート造建物の最下層柱を想定しているＦＳ２７ＣＡにおいては，軸力比乃を０．１，

中層鉄筋コンクリート造建物の最下層柱を想定しているＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣにおいては軸力比乃を０．２とし

て，鉛直ジャッキ（ジャッキ能力：最大荷重１０ＭＮ，ストローク±２００ｍｍ）を用いて軸力を鉛直載荷する。

鉛直載荷は荷重制御で実施し，載荷速度は５妃Ｗｓｅｃを原則とする。また，水平方向の正負交番繰り返し載荷

は水平ジャッキ（ジャッキ能力：最大荷重５ＭＮ，ストローク±３００ｍｍ）により実施する。ここでは水平ジ

ャッキが試験体を押す方向を正方向としている。水平方向は変位制御としており，試験体の全水平変位∂を

柱部分の高さｂで除した変形角Ｒを制御の対象とし，変形角Ｒ＝０．０６２５％，０．１２５％，０．２５％，０．５乳用％，

２・０％をそれぞれ正負に２回ずつ繰り返し載荷を行う。その時点で試験体が破壊に至っていない場合には，正

方向に押し抜き載荷を行う。なお水平載荷の除荷時には荷重制御とし，載荷速度は鉛直載荷と同様に

５ｋＮ／ｓｅｃを原則とする。一定軸力下での水平載荷の概念および水平載荷方向と方位の関係を図３－５に，水平

載荷プログラムを図３－６にそれぞれ示す。

図３－５　一定軸力下での水平載荷の概念および水平載荷方向と方位の関係
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図３－６　水平載荷プログラム

（３）測定方法

本実験では試験体に作用する軸力と水平力，試験体の水平方向変位と軸方向変位，鉄筋のひずみおよび試

験体表面のコンクリートのひずみについて測定を行う。以下①～⑤に各測定の概要を記す。また，各測定値

はスイッチボックス（（株）東京測器製ＳＨＷ５０Ａ，ＳＨＷ５０Ｄ）とデータロガー（（株）東京測器製ＴＨＳ－１１００）を

通してパソコン（ＮＥＣ製Ｍａｔｅ－ＮＸＭＡ５０Ｊ）に収録される。

①試験体に作用する軸力と水平力

各ジャッキ先端に取り付けられたロードセルを用いて測定した。ただし，試験体の水平移動に伴い，鉛直

ジャッキが傾斜し，図３－７に示すように鉛直ジャッキによる載荷力に水平成分が生じることから，実験結果

の考察では軸力と水平力は以下の方法により補正した。

鉛直ジャッキの傾斜による軸力と水平力の補正

試験体に作用する軸力；Ｎ，

Ｎ’＝ＮⅣ

ＮⅣ：鉛直ジャッキによる鉛直力

ＮⅣ＝Ｎ．（ｂⅣ／ゼⅣ）

Ｎ：鉛直ジャッキによる荷重

ｅＪＶ：鉛直ジャッキの両端ピン間距離，ｅＪＶ＝３，６７０ｍｍ（中立位置）±２００ｍｍ（ストローク）
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ただし，ストロークによる長さの影響は極微小であるから，ｇⅣ＝３，６７０ｍｍとする。

８：試験体の水平変位

例えば，変形角Ｒ＝２％の大変形時において，８＝２４０ｍｍであるから，ｈ，Ｖ＝３，６６２ｍｍとなる。

この場合，

Ｎ’＝ＮⅣ＝Ｎ．（ｈⅣ／ｇⅣ）＝０．９９８Ｎ≒Ｎ

従って，鉛直ジャッキの傾斜による軸力の変動は無視し，下式の通り，試験体に作用する軸力は

鉛直ジャッキの荷重と等しいとする。

Ｎ’＝　Ｎ

試験体に作用する水平力；Ｑ，

Ｑ’＝Ｑ＋ＱⅣ

Ｑ：水平ジャッキに皐る荷重

ＱⅣ：鉛直ジャッキによる水平力

ＱⅣ＝Ｎ．（８／ゼⅣ）

図３－７　鉛直ジャッキの傾斜による荷重補正

②制御用変位計

変位制御用変位計ＣＴＤＯｌ，ＣＴＤＯ２（（株）東京測器製ＳＤＰ＝２００Ｒ）の設置位置を図３－８に示し，各変位計の

種類と性能を表３－６に示す。これらの制御用変位計は試験体東面の上下スタブに固定した治具にマグネット

で固定してあり，その平均値から変形角を算出し，その値に基づき水平載荷の制御を行う。
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済竿竿㌻竿竿ア？竿
表３－６　制御用変位計の種類と性能
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⑨試験体の水平方向および軸方向の変位

変位制御用を除く変位計の設置位置を図３－９に示し，各変位計の種類と性能を表３－７に示す。同図中の

記号ＤｉｓＯｌ～ＤｉｓＯ６で表す変位計により柱部分の水平変位を，ＤｉｓＯ７とＤｉｓＯ８の変位計でスタブの水平変位を

測定する。ＤｉｓＯ９～Ｄｉｓ１６で表す変位計により柱部分の軸方向変位を測定し，その計測値に基づき端部におけ

表３－７　鉛直，水平方向用変位計の種類と性能

記号　、‾　ＤｉｓＯＩ ＤｉｓＯ２　　ＤｉｓＯ３　　ＤｉｓＯ４　　ＤｉｓＯ５　　Ｄｉｓ９６　ＤｉｓＯ７　Ｄｉｓ埠．、

変柾計　　　ＳＤＰ・１００ＲＳＤＰ・１００ＣＳＤＰ・１００ＣＳＤＰ－１００ＣＳＤＰ・１００ＣＳＤＰ・１００⊆ＧＱＰ・２５ＣＤＰ・２５
ストローク（ｍｍ）　１００１１１　１００　　　１００　　　１００　　　１００　　　１００　　　２５　　　２５

感度（／ｍｍ）　１疏「‾　５０　　　５０　　　５０　　　５０＿　　鱒＿　　５００　　５００
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④鉄筋のひずみ

試験体中の鉄筋に対するひずみゲージ貼付位置をＦＳ２７ＣＡについては図３－１０に，ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣに

ついては図３－１１にそれぞれ示す。同図に示した主筋と帯筋の各点について，ひずみゲージ（（株）東京測器

製ＦＬＡ－５－１１抵抗値１２０日）を計７８点貼付し鉄筋のひずみを測定した。また，写真３－１１に主筋にひずみゲ

ージを貼付し防水処置を施した状態を例示する。

⑤コンクリート表面のひずみ

試験体のコンクリート表面の図３・１２に示す位置にコンクリート用ひずみゲージ（（株）東京測器製ＰＬ一肌

１１抵抗値１２０日）を貼付する。計１４箇所で２０枚のゲージにより軸方向および軸直交方向のひずみの測定を

実施する。このひずみゲージの計測値に基づき軸方向載荷時の試験体の弾性時ヤング係数とポアソン比を算

定する。写真３－１２にゲージの貼付状況を示す。

写真３－１１主筋へのひずみゲージ貼付および防水処理状況
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３－３－３　使用材料の力学的特性

（１）コンクリート

実大鉄筋コンクリート柱と同時に作製し，標準水中養生したコンクリート供試体の圧縮試験および割裂試

験から得られた，実験実施日におけるコンクリートの力学的特性を表３－８に示す。実大鉄筋コンクリート柱

の作製において，コンクリート打設を２回に分けて実施したため，圧縮および割裂試験はバッチごとのコン

クリート供試体についてそれぞれ３本ずつを対象とした。表中の各特性はバッチごとの平均値と全数の平均

値を示している。いずれの試験体もバッチによる差は見られず，安定した値を示しており，コンクリートの

性能にバッチによる差違がないことが確認できる。なお，圧縮強度に関して，石炭灰を混入したＦＳ２７ＣＡと

ＦＳ３６ＣＡでは目標値付近であるのに対して，普通コンクリートを使用したＦＳ３６ＮＣでは目標値を超え大きな

余裕率．を示した。これはコンクリート設計基準強度に対する調合設計強度の余裕率の差であり，石炭灰を混

入する場合に，コンクリート設計基準強度に対してどの程度の余裕率を与えるかは今後の検討課題である。

各試験体のコンクリートに関して，圧縮強度と引張強度の関係を図３－１３に，圧縮強度とヤング係数の関

係を図３－１４に，圧縮強度と圧縮強度時のひずみの関係を図３－１５に，圧縮強度とポアソン比の関係を図３－

１６にそれぞれ示す。なお，同図中には文献２０）に示されている普通コンクリート用の既往の評価式および

提案式を併せて示している。いずれの力学的特性も石炭灰混入の有無に関わらず既往の評価式および提案式

と良好に対応しており，石炭灰混入の影響は見られない。

表３－８　実験実施日のコンクリート力学的特性

試験体名
材令 打設種別 圧縮強度 ‾圧縮強度時嘩 引張強度 ヤング係数 ポアソン

（日） （試験体数） αＢ紬 Ⅰ皿う とＢ（〟） α一価 Ⅰ皿うＥｃ幽 ソ

陀 ７ＣＡ

（石炭灰）
３６

１回 目 （３本） ２６．２ １弼 ２．４７ ２１．０ ０．１７７
２回 目 （３本） ２５．５ ２０８９ ２．亜 ・ ２０．３ ０．１８２
平均 ㈱ ２５．８ １９８７ ２．４５ ２０．７ ０．１８０

椚∋３６ＣＡ

（石炭灰）

３３

１回 目＿（３本） ３３．５ １９３０ ２．８２ ２５．０－ ０．１７７
２回 目 （３本） ３３．２ ２１０２ ２．糾 ２３．１・ ０．．１６１
平 均 ㈱ ３３．３ ２０１６ ２．８３ ２４．０ ０．１６９

Ⅰ唱３（卦寸Ｃ

（普通）
２８

１回 目 （鉢 ） ４Ａ３ １８９７ ２．９６ ３０．９ ０．１７２
２回目 （謝 ４２．９ １鮒 ７ ３．６８ ２９．８ ０．１６７
平均 陥本） ４３．６ １淡）２ ３．３２ ３０．３ ０．１７０
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（２）鉄筋

試験体の主筋に使用したＤ２５と帯筋に使用したＤ１６およびＵｌＯ．７の引張試験をＪＩＳ２２２４１に準拠して実施

した。載荷は広島大学所有の６００ｋＮアムスラー試験機を使用し，ひずみゲージ（㈱東京測器研究所製ＦＬＡ＿

５－１１－３Ｌ）を供試体中央の表裏に貼付してひずみを計測している。それぞれの種類について３本の試験を実

施し，その平均値から力学的特性を算出した。なお降伏点が明確でないＵｌＯ．７に関しては，０．２％オフセット

法を用いて降伏ひずみを算定している。その結果を表３－９に示す。また，試験の結果から得られた各鉄筋の

応力ーひずみ曲線を図３－１７に示す。

表３－９　鉄筋の力学的特性

種 類 種別
降 伏応 力度 最大 応 力度 ヤ ング係 数 降伏 ひず み
αｓＹ（Ｎ／ｍｍ２） ロｓｕ（Ⅳ ｍｍ２）Ｅｓ（ｋＮ／ｍｍ２） £ｙ（×１０■６）

Ｄ２５ ＳＤ３４５ ３８７ ５８０ １９９ ２２９３
Ｄ１６ ＳＤ２９５Ａ ３５８ ５４３ １９８ ２２１０
Ｄ２５ ＳＤ３４５ ３６４ ５３６ １７４ ２２２７
ＵｌＯ．７ ＳＤ１２７５ １３６２ １４９７ １８９ ７２４０
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図３－１７　鉄筋の応力ーひずみ曲線
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３－４　載荷実験の結果と考察

３－４－１軸圧縮性能

試験体に所定の軸力を導入した際の軸圧縮性能に関して検討し，得られた結果を以下に示す。

（１）軸方向に関する応力ーひずみ関係

軸圧縮載荷による軸方向に関する応力ーひずみ関係を図３－１８に示す。図中の軸ひずみ∈は試験体表面に

貼付したコンクリートひずみゲージ１４点の平均値であり，軸応力αは軸力Ｎを断面積（８００×８００ｍｍ）で

除した値である。従って，鉄筋の影響は考慮していない。同図中にはコンクリート供試体の圧縮試験による

応力ーひずみ関係を併せて示す。図から軸力比とコンクリート強度の相違により各試験体の履歴は一致して

いないが，いずれも直線的な挙動を示しており，弾性範囲にあることがわかる。

－実大鉄筋コンクリート桂　一－－－－－－－コンクリート供試体
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（２）ヤング係数

軸方向に関する応力ーひずみ関係から各試鹸体のヤング係数を算出し，表３－８に示したコンクリート供試

体の結果と比較して図３－１９に示す。また，同図中に文献２０）に示されている普通コンクリートのヤング係

数算定式による曲線（学会ＲＣ規準式と記載）を併せて示す。図中の単色記号は試験体である実大鉄筋コン

クリート柱のヤング係数を，白抜き記号はコンクリート供試体のヤング係数を表す。図から，いずれの場合

ともに実大鉄筋コンクリート柱とコンクリート供試体のヤング係数は近似しており，学会ＲＣ規準式と良好

な対応を示している。石炭灰混入の影響および鉄筋の補強による影響は明確には表れていない。本実験の結

果では，実大鉄筋コンクリート柱の弾性時におけるヤング係数は，石炭灰の混入に関わらず，コンクリート

供試体試験の結果と同等で，普通コンクリートのための既往の算定式で評価できる結果となった。ただし，

本実験では軸力比で０．１もしくは０．２までの軸力までしか載荷していないことを付記しておく。
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図３－１９　圧縮強度とヤング係数の関係
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（３）ポアソン比

コンクリート表面に貼付したコンクリートひずみゲージの測定値から軸力載荷時のポアソン比を算出し，

表３－８に示したコンクリート供試体の結果と比較して図３－２０に示す。図中の単色記号は実大鉄筋コンクリ

ート柱のポアソン比を示し，白抜き記号はコンクリート供試体のポアソン比を示す。また，文献２０）に示さ

れている普通コンクリートの一般的なポアソン比の範囲（学会ＲＣ規準によるポアソン比の範囲と記載）を

併せて示す。ばらつきが大きいものの，実大鉄筋コンクリート柱，コンクリート供試体ともに提示範囲内も

しくはその付近に位置しており，ヤング係数の場合と同様に，石炭灰混入の影響および鉄筋の補強による影

響は明確には表れていない。本実験の結果では，実大鉄筋コンクリート柱の弾性時におけるポアソン比は，

石炭灰の混入に関わらず，コンクリート供試体の試験結果と同等で，普通コンクリートのための既往の提示

範囲で評価できる結果となった。ただし，本実験では軸力比で０．１もしくは０．２までの軸力までしか載荷し

ていないことを付記しておく。
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図３－２０　圧縮強度とポアソン比の関係
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３－４－２　水平抵抗特性

それぞれの試験体に対して一定軸力下における水平載荷破壊実験を実施して得られた各種の水平抵抗特性

を以下に示す。

（１）捜傷性状

変形角Ｒ＝０．２５％，０．５％，１．０％，２．０％における試験体西面のひび割れ進展状況をＦＳ２７ＣＡについては図３．

２１に，ＦＳ３６ＣＡについては図３－２２に，ＦＳ３６ＮＣについては図３－２３にそれぞれ示す。各図において，塗り

つぶしてある部分はかぶりコンクリートの剥落が起こったことを表す。ひび割れの進展は各試験体とも変形

角Ｒ＝０．２５％に達するまでに柱頭および柱脚を中心に曲げひび割れが発生し，変形角Ｒ＝０．５％のサイクルに

おいては曲げせん断ひび割れが発生した。変形角Ｒ＝１．０％付近でせん断ひび割れが生じはじめ，変形角Ｒ＝

２．０％においては試験体全幅に及ぶせん断ひび割れが発生してかぶりコンクリートの剥落も見られた。また，

ＦＳ２７ＣＡでは変形角Ｒ＝２％において付着割裂に起因すると思われるひび割れが観察された。しかしながら，

いずれの場合も急激な脆性破壊は起こさなかった。なお，その他の面におけるひび割れ性状については付録

に掲載する。

図３－２４にＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣについて各変形角ピーク時における試験体の最大ひび割れ幅を示す。なお，

計測はクラックスケールを用いて行った。図中の実線がＦＳ３６ＣＡの結果を示し，破線がＦＳ３６ＮＣの結果を示

している。いずれも変形角Ｒ＝０．５％までは１ｍｍ以下のひび割れ幅となっている。変形角Ｒ＝１％の時点で，

ＦＳ３６ＮＣにおいて最大で幅５ｍｍのひび割れが発生し，変形角Ｒ＝２裾こおいては両者とも幅約１０ｍｍのひび

割れが発生している。同図から両試験体とも同様の分布を示していることがわかる。

各試験体西面の終局時における損傷性状を写真３－１３に示す。最大水平耐力を記録した点以降で水平耐力

が最大水平耐力の８０％を下回った時点で終局状態と判断した。いずれの試験体ともにひび割れ幅の拡大やか

ぶりコンクリートの剥落が多く見られるが，．コアコンクリートの顕著な破壊は見られなかった。ＦＳ２７ＣＡで

は柱頭，柱脚部において主筋の座屈が確認されたが，高強度補強筋を使用して高い拘束効果を持つＦＳ３６ＣＡ

とＦＳ３６ＮＣでは主筋の座届は確認されていない。いずれの試験体も終局時に至るまで一定値の軸力を保持し

ており，軸抵抗性能の劣化は見られなかった。

以上から，各変形角における損傷性状に関して石炭灰の混入による有意な差は見られず，石炭灰を混入し

た試験体は普通コンクリートと同様の性状を示した。
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変形角Ｒ＝０．２５％

変形角Ｒ＝１．０％

変形角Ｒ＝０．５％

変形角Ｒ＝２．０％

図３－２１ＦＳ２７ＣＡにおける西面のひび割れ進展状況
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変形角Ｒ＝０．２５％

変形角Ｒ＝１．０％

変形角Ｒ＝０．５％

変形角Ｒ＝２．０％

図３－２２　ＦＳ３６ＣＡにおける西面のひび割れ進展状況
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変形角Ｒ＝０．２５％

変形角Ｒ＝１．０％

変形角Ｒ＝０．５％

変形角Ｒ＝２．０％

図３・２３　ＦＳ３６ＮＣにおける西面のひび割れ進展状況
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（２）最大水平耐力

各試験体の載荷実験から得られた最大水平耐力の実験値ＥＱｕを終局曲げ耐力計算値ｃＱＭＵと終局せん断耐

力計算値ｃＱｓ。，およびそれらとの比率を併せて表３－１０に示し，比率相互の関係を図３－２５に示す。なお，

ｃＱＭ。とｃＱｓ。の算定には，材料強度に材料試験結果の値を採用して，３－１－２項に示した式３－１と式３－２を準

用した。また，引張鉄筋として主筋の一段目まで考慮した場合と二段目まで考慮した場合の２通りを検討し

ている。同図および同義からわかる通り，終局曲げ耐力において主筋を二段目まで考慮した場合，ＥＱｕ／

。Ｑｓ。の比率は１．０に近くなる。なお，二段目の主筋に貼付したひずみゲージによる計測から鉄筋の降伏を確

認しており，耐力計算には二段目の主筋まで考慮した方が妥当であると考えられる。最大水平耐力実験値が

終局せん断耐力計算値と近似しているものの，せん断破壊による顕著な耐力低下はいずれの場合も起きなか

ったことから，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱は，普通コンクリートによる場合と同様に，式３－

２による計算値を上回るせん断耐力を有していることがわかる。また，実験による最大水平耐力は曲げ終局

耐力計算値を約１割上回る値となった。その原因としては，主筋の降伏後のひずみ硬化による強度上昇が挙

げられる。

表３－１０　最大耐力

試 験 体 名
考 慮 した
主 筋 本 数

実 験 値 計 算 値 比 率

最 大 耐 力 曲 げ 終 局 耐 力 せ ん 断 終 局 耐 力
．ＥＱｕ／ｃＱＭＵＥＱｔＪ／ｃＱｓｕ

ＥＱｕ（ｋＮ） ｃＱＭＵ（ｋＮ） ｃＱｓｕ（ｋＮ）－

ＦＳ２７ＣＡ
７－Ｄ２５

１３７５
１２１６ １８３７ １．１３ １．０３

５・Ｄ２５ １０１１ １２８９ １．３６ １．０７

ＦＳ３６ＣＡ
７・Ｄ２５

１９９７
１７９６ １９２９ １．１１ １．０４

５・Ｄ２５ １５９９ １８７３‾ １．２５ １．０７

ＦＳ３６ＮＣ
７－Ｄ２５

２０８７
１８５９ ２０８２ １．１２ ・ １．００

５・Ｄ２５ １６６２ ２０１４ １．２６ １．０４

　　 暮　 ｌ
■ ● ▲：主筋の二段筋まで考慮
□ ○ △ ：主筋の一段筋のみ考慮　ｌ

■
▲

○
△

⊂】

■

■ □ ＦＳ２７ＣＡ

● Ｏ ＦＳ３６ＣＡ

▲ △ ＦＳ３６ＮＣ

暮

１．０　　　　１．１　　　１．２　　　　１．３　　　　１．４　　　　１．５

ＥＱｕ／ｃＱＭ。

図３－２５　最大耐力と計算値の比較
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（３）水平カー水平変形角履歴曲線

各試験体の水平カー水平変形角履歴曲線を図３－２６に示す。同図中には正負加力における降伏点および最

大耐力点をプロットしている。ここで降伏点とは，いずれかの主筋が降伏に達した時点を指す。また，同園

において縦軸は水平力Ｑを終局曲げ耐力計算値。ＱＭ。で除して基準化し，横軸は変形角Ｒとしている。同図

からＦＳ２７ＣＡにおいては最大耐力点以降に耐力の低下が他２体よりも大きくなっている。その原因としては

付着割裂ひび割れの進展，主筋の座屈の影響が考えられる。ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣにおいて臥せん断ひび割

れに起因するピンチング現象が顕著に見られる。いずれの試験体とも降伏点は変形角Ｒ＝０．５％付近，最大耐

力点は変形角Ｒ＝１％付近にあり，軸力比，石炭灰混入の影響による有意な差はみられない。
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変形角Ｒ（％）

図３－２６　水平カー水平変形角履歴曲線
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（４）水平変位分布

変位計を用いて測定した水平変位の分布性状を比較して図３・２７に示す。なお，縦軸は変形計の高さ位置

Ｈ，横軸は水平変位∂である。同図中で，実線が正加力時の水平変位分布を，破線が負加力時の水平変位で

ある。いずれの試験体とも，水平変位分布は変形角Ｒ＝２９らに至るまでほぼ直線的な性状を示しており，石

炭灰混入の有無およびコンクリート強度の差違による影響は見られない。なお，ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣの柱頭

部では，変形角Ｒ＝１％以降でかぶりコンクリートが剥落し，水平変位が計測できていない。
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（５）曲率分布性状

鉛直方向に設置した８箇所の変位計から測定した変位の値から，それぞれの変形角における柱頭部および

柱脚部での曲率を算出した。以下にその算出方法を示す。

各変位計の設置位置を図３・２８（ａ）に示す。同図に示すように，柱頭部では額域◎１と◎２，柱脚部では飯

域◎３と◎４において両サイドの変位量を計測しており，飯域ごとに曲率を求めることができる。】各額域に

関して，図３－２８（ｂ）に示すｄａおよびｄｂが両サイドの変位計により計測された変位にあたり，平面保持の仮定

から，下式を用いて中立軸距離Ⅹを算出することができる。

ズ＝ま浩（ｍｍ）

また，各計測点におけるひずみとａ，∈ｂは以下の式で算出できる。

㌔＝告，㌔＝首
ｄぁ

ここで，Ｈ：嶺域の高さ，Ｈ＝３５０ｍｍ

従って，各嶺域の曲率¢は下式により算出することができる。

＝＝　三三　らニ

ズ　エーズ

（ａ）変位計の設置位置

［単位：ｍｍ】

加力後の断面

（ｂ）曲げによる断面の変形

図３－２８　曲率の算出方法
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上記の方法で算出した各試験体の各領域における曲率を変形角との関係として図３－２９に示す。各嶺域と

もに曲率は変形角に対して直線的に分布しており，柱頭，柱脚に接する嶺域の曲率（◎１，◎４）は内側領域

の曲率（◎２，◎３）の２倍以上大きな値となっている。いずれの試験体ともに同様な分布で，安定した曲げ

変形性状を示しており，石炭灰混入による顕著な差違は見られない。
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（６）主筋のひずみ分布

試験体中の主筋に貼付したひずみゲージによって測定したひずみの高さ方向の分布性状を，南面最外縁の

主筋について図３－３０に，北面最外縁の主筋について図３－３１にそれぞれ示す。同図中で横軸はひずみ∈を鉄

筋の材料試験により得られた降伏ひずみＥＹで除して基準化している。同園から，ややばらつきはあるもの

の，各試験体ともひずみの分布性状は曲げモーメント図の形状と類似しており，試験体による大きな差違は

見られない。主筋の降伏した部分をヒンジ僚域と見なすと，変形角Ｒ＝２％時点において，部材両端部から

部材せいに等しい高さ部分がヒンジ飯域となっている。
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柱頭部および柱脚部における同一断面内での主筋のひずみ分布を，変形角Ｒ＝０．２５％までに関して，西面

最外線の主筋について図３－３２に，東面最外縁の主筋について図３－３３に示す０図中で縦軸はひずみ∈を降伏

ひずみとＹで除して基準化している。同園からわかる通り，いずれの試験体においても主筋のひずみは断面

内で直線的に分布しており，平面保持が成立している。なお，変形角Ｒ＝０．２５％以降のサイクルでは主筋が

降伏した場合もあり，記載していない。
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図３－３２　西面最外縁主筋の断面方向ひずみ分布性状
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図３－３３　東面最外縁主筋の断面方向ひずみ分布性状

（７）帯筋のひずみ分布

帯筋の高さ方向のひずみ分布性状を，西面帯筋について図３－３４に，東面帯筋について図３＿３５にそれぞれ

示す。なお，横軸はひずみとを鉄筋の材料試験により得られた降伏ひずみと，で除して基準化している。同

図から，いずれの試験体とも変形角Ｒ＝０．５％のサイクル以降にひずみの値が大きくなっており，目視による

曲げせん断ひび割れ発生の確認時期と一致している。

帯筋にＳＤ２９５を用いたＦＳ２７ＣＡでは降伏した点があるのに対して，ＳＤ１２７５を使用したＦＳ３６ＣＡと

ＦＳ３６ＮＣでは最大でも降伏比は４０％程度に留まっている。ただし，降伏した点を除き，ひずみの値としては

－６４－



変形角ごとに同程度であり，同レベルのせん断力を負担していたことが確認できる。なお，石炭灰混入によ

る顕著な差は見られない。

榊ヰ証卜脚０．０６２５％嘲叫申一肌０．１２５％ふ０．２５％

…宣㌻脚０．５％　柵Ｏｗｌ．０　壷２．０％

０
　
　
　
０

０
　
　
　
０

０
　
　
　
５

１

０
００５２

（
喜
）
Ｈ
勅
爬
へ
一
缶

０
　
　
　
０

０
　
　
　
０

０
　
　
　
５

〈

ソ

一

　

　

ｌ

０
　
　
　
０

０
　
　
　
０

０
　
　
　
５

１

０
００５２

０００２

０

０
／

！０壷

。遥

△

▲

】ＦＳ２７ＣＡｌ

誌

０　　　　　２０　　　　４０　　　　６０　　　　８０　　　１００

Ｅ／ＥＹ（％）

図３－３４　西面帯筋の高さ方向ひずみ分布性状

－６５－

ＦＳ２７ＣＡ ＦＳ３６ＣＡ，ＮＣ

ゲージ貼付位置

東面

側



欄絹針ふ０．０６２５％爪疇串一冊０．１２５％ふ０．２５％

柵白州０．５％　０００柵１．０　壷２．０％

０
　
　
　
０

０
　
　
　
５

１ ０
　
　
　
０
　
　
　
０
０

（
白
岩
ー
）
Ｈ
抑
櫨
て
∵
」
恥

０
　
　
　
０

０
　
　
　
０

０
　
　
　
５

２
　
　
　
１

０
　
　
　
０

（

Ｕ

 

Ｏ

Ｏ
　
　
　
５

１

０
００５２

０００２

▲
／

○・・○　至　０ ＦＳ２７ＣＡｌ

△

【コ

　 △

ノ ㌔

好

乱

０

０　　　　２０　　　　４０　　　　６０　　　　８０　　　１００

ｇ／ＥＹ（％）

図３－３５　東面帯筋の高さ方向ひずみ分布性状

ＦＳ２７ＣＡ ＦＳ３６ＣＡ，ＮＣ

ゲージ貼付位置

東面

側

（８）中子筋のひずみ分布

中子筋を有するＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣに関して，中子筋の高さ方向のひずみ分布性状を，西面中子筋につい

て図３－３６（ａ）に，東面中子筋について図３－３６（ｂ）にそれぞれ示す。なお，横軸はひずみ∈を鉄筋の材料試

験により得られた降伏ひずみｅ，で除して基準化している。分布性状にはややばらつきがあるものの，いず

れの試験体も変形角Ｒ＝０．５％のサイクルからひずみの値が大きくなっており，最大で４０％付近になっている。
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中子筋も帯筋と同様に変形角Ｒ＝０．５％のサイクル以降でせん断力を負担して，拘束効果を発揮していること

が確認できる。
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３ヰ３　実験結果の考察

（１）損傷進展性状

各変形角における試験体の損傷性状を比較するために，文献２１）に基づき柱の損傷度を評価した。実際の

損傷度判定においては地震後の損傷状況から構造部材の損傷度を判定するが，本研究では変形角のピーク時

における点で損傷評価を行った。文献２１）に記載されている損傷度判定表を表３－１１に示す。同表に従って

判定した変形角Ｒ＝２％までの結果を表３－１２および図３－３７に示す。同園中の横軸は変形角とし，縦軸は損

傷度を示している。なお，ＦＳ２７ＣＡにおいてはひび割れ幅を測定していないため，写真からひび割れ幅を推

定し，損傷度を判定した。変形角Ｒ＝２％以内においてはいずれの試験体ともかぶりコンクリートの剥落が

確認できるが，コアコンクリートの損傷，主筋の座届は見られず，損傷状況は類似したものとなった。また，

各変形角における最大ひびわれ幅，水平耐力比，鉛直耐力比なども同程度であり，損傷度はほぼ一致してい

る。変形角が２％の時でも損傷度がⅢに収まっていることから，大地震時においても十分な耐震性能を有し

ていることがわかる。損傷度Ⅳに相当する状態は，本実験においては変形角Ｒ＝２％以降のＲ＝３％程度で観

察された。変形角Ｒ＝２％および終局状態において損傷の顕著な部分を比較して写真３－１４に示す。しかし，

鉄筋の破断や柱軸方向の著しい変形は生じていない。軸力比による損傷進展性状の違いはあるがＦＳ３６ＣＡと

ＦＳ３６ＮＣの試験体においては有意な差は見られない。

以上に示した損傷度判定の結果から，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱の水平載荷に対する損傷

レベルは，普通コンクリートによる場合と同程度であることを確認した。

表３－１１損傷判定表

損傷度 損傷内容
Ⅰ 近寄 らないと見えにくい程度のひび割れ （ひび割れ幅０．２ｍｍ以下）
Ⅱ 肉眼で はっき り見える程度のひび割れ （ひび割れ幅０．２～１ｍｍ程度）

Ⅲ
比較的大 きなひび割れが生 じて いるがコンク リー トの剥落は極わずかであ
る。 （ひび割れ幅１～２ｍｍ程度）水平耐力やや劣化鉛直耐力ほぼ健全

Ⅳ
大 きなひび割れ （２ｍｍを超える）が多数生じコンクリー トの剥落 も激 しく

鉄筋がかなり露出 している（水平耐力やや劣化鉛直耐力やや劣化

Ⅴ
鉄筋が曲が り内部 のコンクリー トも崩れ落ち，一見 して柱の高 さ方向の変
形が生 じていることがわかるもの。鉄筋の破断が生じて いる場合もある。
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表３－１２　撮傷状況と判定結果

．試験体 名 変形角
（％）

最大ひび割れ幅
（ｍｍ）

水平耐力比 鉛直耐力比‾
（％）

剥落 圧壊 主筋の
座屈 ＿損傷度（％）

ＦＳ２７ＣＡ

０．０６２５ 劣化な し 劣化な し 無 無 無 Ⅰ
０．１２５ 劣化な し 劣化な し 無 無 無 Ⅰ
０．２５ 劣化な し 劣化な し 無 無 無 Ⅱ
０．５ 劣化な し 劣化な し 無 無 無 Ⅱ
１．０ ９６ ９９ 有 無 無 Ⅱ
２．０ ■　８３ ９８ 有 有 無 Ⅲ

ＦＳ３６ＣＡ

０．０６２５ ０．０８ 劣化な し 劣化な し 無 無 ・‘無 Ⅰ
０．１２５ ０．１０ 劣化な し 劣化な し ■無 無 無 Ⅰ
０．１２５ ０．３５ 劣化な し 劣化な し 無 ＿無 無 Ⅱ
・０．５ ０．８０ 劣化な し 劣化な し■ 無 無 無 ・ Ⅱ
１．０ １．８０ ９５ ９９ 有 無 無 Ⅲ
２．０ １２．００ ９０ ９９ 有 有 無 Ⅲ

ＦＳ３６ＮＣ

０．０６２５■ ０．０４ 劣化な し 劣化な し 無 無 無 Ⅰ■
０．１２５ ・０．１５ 劣化な し 劣化なし 無 無 無 ．Ⅰ
０．２５ ０．‾４０ 劣化な し 劣化なし 無 無 無 Ⅱ
０．５ ０．８０ 劣化な し 劣化なし ■無 － 無 無 Ⅱ
１．０‾ ’５．００ ９６ ・９９ 有 無 無 Ⅲ
２．０ １０．００ ８９ ９９ 有 ’有 － 無 Ⅲ

Ⅴ

　

Ⅳ

蜃迫
ｉ
ＦＳ２７ＣＡ
Ｆ５粥ＣÅ
ＦＳ３６ＮＣ

崇

器

宍

：く

団　 窒 尭

０．０６２５％０．０１２５％０．２５％　０．５％　１．０％　　２．０％

変形角Ｒ（％）

図３－３７　変形角と損傷度の関係
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ＦＳ２７ＣＡ

ＦＳ３６ＣＡ

終局時

ＦＳ３６ＮＣ

写真３－１４　変形角Ｒ＝２％および終局時における損傷状況
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（２）履歴包絡線

水平カー水平変形角履歴曲線の包路線を図３－３８に示す。同図中には，実験中に正負の載荷で観測した最

初の曲げひび割れ発生点（曲げひび割れ点），最初の曲げせん断ひび割れ発生点（曲げせん断ひび割れ点），

最初のせん断ひび割れ発生点（せん断ひび割れ点），いずれかの主筋が最机こ降伏した点（曲げ降伏点），

最大の水平力を記録した点（最大耐力点）の実験値をプロットしている。また，表３－１３にそれぞれの点に

おける変形角Ｒとの水平力実験値Ｑと曲げ終局耐力計算値ｃＱＭＵの比率を示す。曲げ終局耐力計算値ｃＱＭＵ

は表３－１０中に示した二段目の主筋まで考慮した場合の値である。曲げひび割れ点については変形角，耐力

比ともに試験体による差が無くほぼ一定であるが，曲げせん断ひび割れ点，せん断ひび割れ点，曲げ降伏点，

最大耐力点については，他に比較しＦＳ２ＣＡで変形角，耐力比ともに小さい値となっている。この原因は軸

カレベルの相違によるものと推察される。ただし，ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣではいずれの点も変形角，耐力比と

もに同一レベルで推移しており，水平荷重の増大に対して，石炭灰を混入した実大鉄廟コンクリート柱は普

通コンクリートによる場合と同様の履歴経過を辿ったことが確認できる。

表３－１３　水平耐力点の比較

試 験 体 名

ひ び 割 れ ＿
曲 げ 経 伏 点 最 大 耐 力 点

曲 げ 曲 げ せ ん 断 せ ん 断

Ｒ（％） Ｑ／ｃＱＭＵ Ｒ（％） Ｑ／ｃＱＭＵ Ｒ（％） Ｑ／ｃＱＭＵ Ｒ（％） Ｑ／ｃＱＭＵ Ｒ（％） Ｑ／ｃＱＭＵ

ＦＳ２７ＣＡ
０．０７ ０．３８ ０．１５ ０．６２ ‾０．１９ ０．７１ ０．１９ ０．７１ ０．１９ ０．７１
・０．０８ －０．３７ ・０．１４・ ・０．５０ －０．２０ ・０．６３ ・０．２０ ・０．６３ ・０．２０ ・０．６３

ＦＳ３６ＣＡ
０．０６ ０．４０ ０．２５ ０．８３ ０．２９ ０．８９ ０．２９ ０．８９ ０．２９ ０．８９ ・
・０．０９ ‾・０．４１ ・０．２５ ・０．７９ ・０．４０ ・０．９５ ・０．４０ ・０．９５ ・０．４０ ・０．９５

ＦＳ３６ＮＣ
０．０７ ０．３７ ０．２２ ０．７９ ０．３１ ０．９０ ０．３１ ０．９０ ０．３１ ０．９０，
－０．０６ ・０．４２ ・０．２０ ・０．７３ ・０．３２ －０．８７ ・０．■３２ －０．８７ ・０．３２ ・０．８７
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口　曲げひび割れ点，○曲げせん断ひび割れ点
△せん断ひび割れ点，⑳曲げ降伏点，米最大耐力点

ｌ
ＦＳ２７ＣＡ

ｌ 監 １■

Ｉノ

！
ｌＦＳ３６ＣＡ
Ｉ ダ ∨

．．団

ｌＦＳ３６ＮＣ
１ ダ ′ ｒ

＿〈適 ‾‾

－２　　　　　・１ ０　　　１

変形角Ｒ（％）

図３－３８　履歴包絡線の比較

一７２－

２　　　　　　３



（３）エネルギー吸収能力

試験体の履歴特性をより詳細に検討するために，各履歴ループから等価粘性減衰定数ｈ¢ｑを図３胡に示

す方法に基づいて算出した。得られた結果を変形角との関係として図３－４０に示す。同園中では各変形角の

１サイクル目を単色記号，２サイクル目を白抜き記号でプロットしている。いずれの試験体とも変形角Ｒ＝

０・５％までは等価粘性定数ｂ。。は７％付近に分布しており，主筋の降伏開始後に変形角の増大につれて大きな

値となっている。なお，変形角Ｒ＝２％の１サイクル目において，ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣの等価粘性減衰定数

ｈｃｑはＦＳ２７ＣＡに対して小さな値を示している。これは軸力比の大きいＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣでは顕著なピン

チングが起こり，履歴面積が減少したためと推察される。ただし，変形角Ｒ＝２％の２サイクル目には，い

ずれの試験体も同程度の値となっている。ｆ－Ｓ２７ＣＡが１サイクル目に多大な損傷を受け，２サイクル目の履

歴面積が減少したためと推察される。

以上のことから石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱は，普通コンクリートによる場合と同様に，充

分なエネルギー吸収能力を有していることが確認できた。

図３－３９　等価粘性減衰定数ｈ。ｑの算出方法

・■－－「モコＦＳ２７ＣＡ
王二蓬 ≡；；…慧

　 ′　′　′

′

′÷ 一・′ダ ーシ 一

　 ■′
′′

一一●ノー一一一■一 ′′′　′　′　′

′

■′

　 ′・

．／

；′
′㌢

ダ
ｒ

１ ▲ ： １ サ ク ル 目

□ ○ △ ： ２ サ イ ク ル 目

ｌ ｌ

０．５　　　　１．０　　　　１．５

変形角Ｒ（％）

図３・４０　等価粘性減衰定数ｈ。ｑの推移
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（４）既往の水平耐力評価式の適用

ひび割れ問わ

各試験体の載荷実験から得られた曲げひび割れ発生点の水平耐力実験値ＥＱＢＣ，曲げせん断ひび割れ発生

点の水平耐力実験値ＥＱＢ虻，せん断ひび割れ発生点の水平耐力実験値ＥＱｓｃを文献霊）に基づき算定した試験

体の曲げひび割れ耐力計算値誼虻，曲げせん断ひび割れ耐力計算値。ＱＢ虻，せん断ひび割れ耐力計算値。Ｑ紀

との比率として表３・１４にそれぞれ示す。各算定式を同表の脚注に記す。同表から，ＦＳ２７ＣＡのせん断ひび

割れ点でやや大きな開きがあるが，その他の耐力は１割程度の差で概ね評価できていることがわかる－。

従って，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱の各ひび割れ点耐力は普通コンクリートを用いた部材

に対する既往の耐力評価式で精度良く評価可能である。

表３－１４　ひび割れ耐力評価式の適用

試 験 体 名

実 験 値 ひ び 割 れ 耐 力 （ｋＮ） 計 算 値 ひび 割 れ 耐 力 （．ｋＮ） 実 験 値 ／計 算 値

曲 げ 曲 げせ ん 断 せ ん 断 曲 げ 曲 げせ ん 断 せ ん 断 曲げ 曲 げせ ん 断 せ ん断

ＥＱＢＣ ＥＱＢＳＣ ＥＱｓｃ ｃＱＢＣ ｃＱＢＳＣ ｃＱｓｃ
ＥＱＢＣ

ｃＱＢＣ

－ＥＱＢＳＣ

ｃＱＢＳＣ

ＥＱｓｃ

ｃＱｓｃ

ＦＳ２７ＣＡ ４５８ ７５８ ８５８ ４５３ ８９０ １０３８ １．００９■ ０．８５１ ０．８２６

・４５０ ・６０８ ・７７０ ・４５３ ・８９０ ・１０３８ ０．９９３ ０．６８２ ０．７４２

ＦＳ３６ＣＡ ７１７ １４９９ １５９５ ７７１ １３７７ １４２１ ０．９３０ １．０８８ １．１２２

・７２３ ・１４２２ ・１７０１ ・７７１ ・１３７７‾ ・１４２１ ０．９３８ １．０３３ １．１９７

ＦＳ３６ＮＣ
６８７ １４７１ １６８１ ７８９ １４４３ ‾１５５５ ０．８７０ １．０１９ １．０８１

・７７４ ・１３６３ ・１６０９ ・７８９ ・１４４３ ・１５５５ ０．９８１ ０．９４４ １．０３５

【計算値。ＱＢＣ，ＣＱＢＳＣ，ＣＱｓ。の算出方法】

ｃＱＢＣ：曲げひび割れ耐力

ｃＱＢＣ＝２ＭＢＣ／血

鴨。＝０．５６Ｊ石ｚ。＋ＮＺノむ

ここで，ロＢ：コンクリートの圧縮強度，　む：鉄筋を考慮した断面係数，　Ｎ：作用軸力，

Ａｃ：柱の断面積，　ｂ；柱の高さ

ｃＱＢＳＣ：曲げせん断ひび割れ耐力

。ＱＢＳ。＝０．２６５ｂｄ応＋ＭＢ。／（Ｍ／Ｑ－ｄ／２）

ここで，ｂ：柱断面の幅，　ｄ：柱断面の有効せい，Ｍ／Ｑ：シアスパン長

ｃＱｓｃ：せん断ひび割れ耐力

。Ｑｓ。＝ｋｌ応ｂＤ¢用。佃ｔ）ｋ２・恒／（ＱＤ）】ｋ３

ここで，αｔ：コンクリートの引張強度，ｋｌ＝０．９７，　ｂ＝０．４１，　ｂ＝－０．６３，

ぴ０：平均軸応力度（け。＝Ｎ／仲Ｄ）），Ｄ：柱断面の全せい

終局耐力

それぞれの試験体について，曲げ終局耐力計算値ｃＱ肌をこれまでに提案されている７種類の式から算出

したせん断終局耐力計算値と比較し，両者の比であるせん断余裕度を併せて表３－１５にまとめた。同表中の

ｃＱｓ。は文献２０）の修正荒川式たよるせん断終局耐力計算値，。ＱＡｌと。ＱＡ２は文献１９）のＡ法による靭性式と非

靭性式による計算値，ＣＱＢｌとｃＱＢ２は同文献のＢ法による靭性式と非靭性式による計算値，ＣＱｓｌとｃＱｓ２は文
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献２３）の靭性式と非靭性式による計算値である。なお，非靭性式には軸＝０％，靭性式には軸＝２％を考慮した。

図３・４１にコンクリートの圧縮強度とそれぞれの算定式の関係を示し，実験結果の最大水平耐力をプロット

する。同図から，いずれの場合も非勢性型では適切に評価できていない。ＦＳ２７ＣＡの実験値にはｃＱｓｕ，ＣＱＡ２，

ｃＱｓ２が近接しており，実験ではせん断補強筋の一部が降伏していることからせん断耐力は最大水平耐力実験

値と近似する値と考えると，この３つの式によりＦＳ２７ＣＡのせん断耐力を評価できると推察される。一方，

ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣにおいては，ＣＱｓｕ，ＣＱＡ２，ＣＱｓ２の式が近接しているが，実験によるせん断補強筋のひず

みは最大で降伏ひずみの４０％程度であったことを考えると，ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣはこの３つの式より大きな

せん断耐力を持つと考えられる。

表３－１５　最大耐力と既往耐力評価式

試 験 体 名 ｃＱＭＵ ｃＱｓリ ー ｃＱＡｌ ｃＱＡ２ ｃＱＢｌ ｃＱＢ２ ｃＱｓｌ ｃＱｓ２

ＦＳ２７ＣＡ １２３２
１３４１ ２１２３ １２２７ ２１０８ １６９８ １９６８ １３１６

１．０８８ １．７２３ ０．９９６ １．７１０ １．３７・８ １．５９７ １．０６８

ＦＳ３６ＣＡ １７９７
１９３８ ２８２６ １２７９ ２８０３ ２２７４ ２８２１ １８８９・

１．０７８ １．５７３ ０．７１２ノ １．５６０ １．２６６ １．５７０ １．０５１

ＦＳ３６ＮＣ １８５９
２０９０ －３５８１ １６７４ ３６７０ ２９７７ ２８２１ １８８９

１．１２４ １．９２６ ０．９００ １．９７４ １．６０１ １．５１７ １．０１６

上段；計算値（ｋＮ），下段；せん断余裕度
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図３－４１既往耐力評価式との比較
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（５）除荷時の残留変形と変形性能

各試験体について，それぞれの変形角の除荷時における残留変形角ＲＹを図３－４２に示す。変形角Ｒ＝２％

においてＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣでは残留変形角ＲＹがＦＳ２７ＣＡに比較して著しく小さい値となっている。その

原因は，ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣでは帯筋の降伏強度が高くかつ中子筋を配しているので，大変形時においても

水平抵抗性能の射ヒが少なかったためと考えられる。文献２４）では性能設計法における使用限界状態は変形

角Ｒ＝０・５ウ以内と定められているが，本実験においては変形角Ｒ＝０．５％ですでに降伏している主筋もあるこ

とから，変形角Ｒ＝０・４％が概ね使用限界状態に対応すると考えられる。修復限界状態はひび割れ幅，残留変

形などを考慮して，概ね弾性限度である変形角Ｒ＝０．７％が対応した。
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図３－４２　除荷時の残留変形
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６）傾きによる水平変形性状の検討

試験体の水平変形性状について，高さごとの傾きとして検討する。図３－４３に示す方法により求めた試験

本各高さの傾きを図３－４４に示す。また，試験体高さ．ｂ＝２，４００ｍｍを全水平変位∂で除した傾きを基準とし

て表３＿１６に示し，同園中に直線として表す。変形角Ｒ＝０．５％以下の時は基準の傾きと良好な対応が見られ

らことから，試験体はいずれも高さ位置によらず直線的に変形していることがわかる。変形角Ｒ＝１％を超

えると試験体が端部で顕著に傾き，直線的に変形しない一般的な曲げ変形の特徴が表れている。各試験体と

も傾きの進展は同様の傾向を示しており，水平変形性状に石炭灰混入による影響は見られない。

表３－１６　基準の傾き

変 形 角 （％ ） 標 準 の 傾 き （× １０‾３）

０．０６２５ ０．６２５

０．１２５ １．２５

０．２５ ２．５

０．５ ５．０

．１．０ １０．０

２．０ ２０．０

図３－４３　傾きの算出方法
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（７）曲げ変形性状の検討

本実験における試験体の曲げモーメント分布と曲率分布の概念を図３－４５（ａ）（ｂ）に示す。各試験体につい

て柱頭および柱脚における曲げモーメントと曲率の関係を図３－４６に示す。いずれの試験体ともに柱頭と柱

脚の曲げモーメント一曲率関係は同様の性状を示しており，試験体に逆対称加力が実施されていることがわ

かる。なお，ＦＳ２７ＣＡでは柱脚の変位計設置位置が異なることから，他の試験体と比較して，曲率がやや小

さな値となっている。ＦＳ３６ＣＡとＦＳ３６ＮＣの試験体では全く同様の性状を示した。このことから石炭灰を混

入した試験体は普通コンクリートによる場合と同等の曲げ変形性能を持つことがわかる。

（ａ）曲げモーメント分布

図３－４５　曲げモーメント分布と曲率分布

ー７９一

（ｂ）曲率分布
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３－４－４　寸法効果に関する考察

（１）ヤング係数

本実験の実大鉄筋コンクリート柱と文献２５）の実大無筋コンクリート柱の圧縮載荷実験（概要を付録に示

す）から得られたヤング係数およびコンクリート供試体の材料試験で得られたヤング係数の関係を図３－４７

に示す。上図では試験体を実大鉄筋コンクリート柱（図中，実大ＲＣと記載）と美大無筋コンクリート柱

（図中，実大無筋と記載）の２つに分類し，下図では石炭灰を混入したコンクリート（図中，石炭灰混入と

記載）および普通コンクリート（図中，普通コンと記載）の２つに分類し，それぞれ最小二乗法を用いて回

帰直線を求めた。両図から，石炭灰混入の有無に関わらず，実大鉄筋コンクリート柱と実大無筋コンクリー

ト柱のヤング係数はコンクリート供試体のヤング係数と良好な対応が見られる。

したがって莫大柱の弾性時ヤング係数はコンクリート供試体のヤング係数からほぼ評価することができ，

鉄筋の有無，寸法効果および石炭灰混入の影響による有意な差はない。
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（２）ポアソン比

本実験の実大鉄筋コンクリート柱と文献２５）の実大無筋コンクリート柱の圧縮載荷実験から得られたポア

ソン比およびコンクリート供試体の材料試験で得られたポアソン比の関係を図３・４８に示す。上図では試験

体を実大鉄筋コンクリート柱（図中，実大ＲＣと記載）と実大無筋コンクリート柱（図中，実大無筋と記

載）の２つに分類し，下図では石炭灰を混入したコンクリート（図中，石炭灰混入と記載）および普通コン

クリート（図中，普通コンと記載）の２つに分類し，それぞれ最小二乗法を用いて回帰直線を求めた。上図

から実大鉄筋コンクリート柱のポアソン比はコンクリート供試体の値より大きくなる傾向があることがわか

る。実大無筋コンクリート柱のポアソン比はばらつきがあるものの，コンクリート供試体のポアソン比と同

程度の値となっている。下図から，ばらつきはあるものの，いずれの試験体ともコンクリート供試体のポア

ソン比よりやや大きな値となっている。しかしその比率は１．０５程度と大きくないことから，実大柱試験体

の弾性時におけるポアソン比はコンクリート供試体のポアソン比から評価することができ，寸法効果および

石炭灰混入の影響は小さいと判断できる。
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（３）最大水平耐力

本研究における美大鉄筋コンクリート柱（断面８００ｍｍ角）の載荷実験，既往の研究２５）における石炭灰を

使用した準美大鉄筋コンクリート柱（断面４００ｍｍ角）の載荷実験（概要を付録に示す），およびせん断ス

パン比，軸力比，使用材料の力学的特性が同程度の香取らの載荷実験２６）で得られた縮小鉄筋コンクリート

柱（断面２００ｍｍ角）の最大水平耐力実験値ＥＱ。と曲げ終局耐力計算値ｃＱＭ。の比率を柱の断面せいＤとの

関係として図３－４９に示す。同図では石炭灰を混入したコンクリート（図申，石炭灰混入と記載）および普

通コンクリート（図中，普通コンと記載）の２つに分類し，それぞれ最小二乗法を用いて回帰直線を求めた。

普通コンクリートの場合に比較し，石炭灰を混入した場合は回帰直線の勾配がやや異なっており，寸法効果

の影響による鉄筋コンクリート部材の水平耐力の変動が石炭灰混入の影響を受ける可能性がある。ただし，

この結果は本実験における推定であり，この現象を定性的に把握するためには更なるデータ蓄積による検討

が必要である。
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３－５　まとめ

石炭灰を活用したコンクリートの建設工事における施工性を検証するために，施工試験として一般的な施

工手順に準じて実大サイズの鉄筋コンクリート柱のコンクリート打設を実施した。試験体数は３体で，石炭

灰混入の有無とコンクリートの設計基準強度を変数としている。その結果から得られた知見をまとめる。

・石炭灰を混入したコンクリートについても，適切な調合設計を実施することで目標の品質を確保でき，生

コンプラントで製造したレディーミクストコンクリートとしての提供が可能である。

・石炭灰を混入したコンクリートの打設においても，普通コンクリートの場合と同様にコンクリートの充填

性は良好であり，顕著なブリージングは認められなかった。

・石炭灰を混入した場合も，フレッシュコンクリートのワーカビリティーを損なうことなく打設を実施でき，

施工性は従来の普通コンクリートによる場合と同様であり，ポンプ圧送車によるコンクリート打設が可能

であることを確認した。

施工試験で製作した３体の美大鉄筋コンクリート柱を試験体として，弾性範囲内での軸圧縮載荷実験を行

い，その際の軸圧縮性能を検討した。更に，軸力を一定に保持しつつ，水平方向に正負漸増繰り返し載荷を

破壊に至るまで加え，実大鉄筋コンクリート柱の水平抵抗性能を検証した。その結果の検討および考察から

得られた知見を以下にまとめる。

・実大鉄筋コンクリート柱と同時に作製し標準水中養生したコンクリート供試体の材料試験から，石炭灰を

混入したコンクリートの圧縮強度と引張強度の関係，圧縮強度とヤング係数の関係，圧縮強度と圧縮強度

時のひずみの関係，圧縮強度とポアソン比の関係は，普通コンクリートに対する既往の評価式および提案

式と良好に対応することを確認した。

・コンクリートの圧縮強度に関して，石炭灰を混入した場合は設計基準強度に近い値となったのに対して，

普通コンクリートでは設計基準強度を超えて大きな余裕率を示した。石炭灰を混入するコンクリートの調

合設計強度を定める際の設計基準強度に対する余裕率に関して更なる検討が必要である。

・実大鉄筋コンクリート柱の弾性時におけるヤング係数は，石炭灰の混入に関わらず，コンクリート供試体

試験の結果と同等で，普通コンクリートのための既往の算定式で評価できる結果となった。また，実大鉄

筋コンクリート柱の弾性時におけるポアソン比も，石炭灰の混入に関わらず，コンクリート供試体試験の

結果と同等で，普通コンクリートのための既往の提示範囲で評価できる結果となった。ただし，本実験で

は軸力比で０．１もしくは０．２までの軸力までしか載荷していないことを付記する。

・試験体の各変形角における損傷性状に関して，石炭灰の混入による有意な差は見られず，石炭灰を混入し

た試験体は普通コンクリートと同様の性状を示した。

・石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱は，普通コンクリートによる場合と同様に，既往の終局せん断

耐力式による計算値を上回るせん断耐力を有していることを確認した

・石炭灰混入の有無，コンクリート強度および軸力比の相違に関わらず，実験による最大水平耐力は曲げ終

局耐力計算値を約１割上回る値となった。その原因としては，主筋の降伏後のひずみ硬化による強度上昇

が挙げられる。
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・水平カー水平変形角履歴曲線，水平変位分布，曲率分布に関して，試験体の実大鉄筋コンクリート柱は同

様の性状を示しており，石炭灰混入による顕著な影響は認められなかった。

・各試験体ともに高さ方向に関する主筋のひずみ分布性状は，ややばらつきはあるものの，曲げモーメント

図の形状と類似しており，試験体による大きな差違は見られなかった。主筋の降伏した部分をヒンジ領域

と見なすと，変形角Ｒ＝２％時点において，部材両端部から部材せいに等しい高さ部分がヒンジ額域とな

っていることを示した。

・帯筋および中子筋のひずみ分布性状の検討から，石炭灰混入の有無に関わらず，いずれの試験体において

も変形角Ｒ＝０．５％のサイクル以降で中子筋および帯筋がせん断力を負担し，拘束効果を発揮していること

を確認した。

・既往の文献に基づく鉄筋コンクリート柱の損傷度判定の結果から，石炭灰を混入した美大鉄筋コンクリー

ト柱の水平載荷に対する損傷レベルは，普通コンクリートによる場合と同程度であることを確認した。

・コンクリート強度と軸力比の等しい試験体では，石炭灰混入の有無に関わらず，曲げひび割れ点，曲げせ

ん断ひび割れ点，せん断ひび割れ点，曲げ降伏点，最大耐力点のいずれの点ともに同レベルの変形角およ

び耐力比で推移したことから，水平荷重の増大に対して，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱は普

通コンクリートによる場合と同様の履歴経過を辿ったことが確認できた。

・各履歴ループについての等価粘性減衰定数の検討から，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱は，普

通コンクリートによる場合と同様に，充分なエネルギー吸収能力を有していることを確認した。

・石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱の曲げひび割れ点，曲げせん断ひび割れ点，せん断ひび割れ点

の耐力は普通コンクリートを用いた部材に対する既往の耐力評価式により精度良く評価できることを確認

した。

・変形角Ｒ＝０．４％の時点での損傷程度が性能設計法における使用限界状態に概ね対応し，変形角Ｒ＝０．７％の

時点で修復限界状態に相当した。

・曲げモーメントと曲率の分布性状の検討から，石炭灰を混入した試験体は普通コンクリートによる場合と

同等の曲げ変形性能を持つことを確認した。

・寸法効果の影響に関して既往の研究を含めて検討し，実大柱の弾性時におけるヤング係数はコンクリート

供試体のヤング係数から評価することができ，鉄筋の有無，寸法効果および石炭灰混入の影響による有意

な差がないことがわかり，実大柱の弾性時におけるポアソン比はコンクリート供試体のポアソン比から評

価することができ，寸法効果および石炭灰混入の影響は小さいが，鉄筋による補強の影響を受ける可能性

があることを示した。

・寸法効果の影響による鉄筋コンクリート部材の水平耐力の変動が石炭灰混入の影響を受ける可能性がある。

ただし，この結果は極小数のデータに基づく推定であり，この現象を定性的に把握するためには更なるデ

ータ蓄積による検討が必要である。
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第４章　結語

石炭火力発電所から排出される産業廃棄物であり，環境保全および資源リサイクルの観点から有効利用の

拡大が緊急課題とされている石炭灰を，建築構造材料として有効活用する資源循環型技術の実用化を目指し，

本研究では，石炭灰を大量に混入した鉄筋コンクリート建築物の構造性能・耐震性能および施工性を実大サ

イズの部材レベルで把握することを目的として，下記の試験および実験を実施した。

（１）美大サイズのコンクリー帽験体からコア抜きしたコンクリート供試体の素材試験

（２）実際の建設工事に準じた手順による美大鉄筋コンクリート柱の施工試験

（３）美大鉄筋コンクリート柱の載荷実験

それぞれの試験および実験の概要および結果から得られた知見を以下にまとめる。

墨表地コア抜きしたコンクリート供託体型蔓延蔓昼

石炭灰を活用したコンクリートによる実大サイズの柱型試験体に関して，材料特性の分布性状を把握する

ために構造体各所からコア抜きしたコンクリート供試体の素材試験を実施した。その結果の検討，および柱

型構造体と同時に作製し標準水中養生したコンクリート供試体の試験結果との比較から得られた知見を以下
に列記する。

・比重は上層部になるにつれて小さくなり，特に最上層で顕著に小さい。断面位置，材令による有意な差は
見られない。

・圧縮強度は上層部になるにつれて低くなる傾向を示し，いずれの材令においてもコンクリート試験体の上

端から１／３以下の部分で，標準水中養生したコンクリート供試体の結果より大きな値を示した。同一断

面内において，コンクリート試験体の柱中心軸から遠ざかるにつれて圧縮強度がやや小さくなる傾向が一
部で認められた。

・ヤング係数に関しては，断面位置および材令に依らず，上層部になるにつれて値が小さくなる傾向を示し，

コンクリート試験体の中間以下の部分で標準水中養生したコンクリート供試体の結果と同等かやや上回る
値を示した。

・ポアソン比に関しては，高さ位置による有意な差はないが，長期材令時に増加する傾向が見られた。高さ

位置，断面位置，材令に依らず，標準水中養生したコンクリート供試体の結果をやや下回る値となった。

・引張強度に関しては，ばらつきが大きいものの，高さ方向による差違は見られず，総体的に標準水中養生

したコンクリート供試体の結果をやや上回る値となった。

・コンクリート試験体のポアソン比を除く各力学的特性は特に試験体下部において標準水中養生したコンク

リート供試体の結果を上回る傾向にあり，その原因として，骨材の下部への沈降および試験体内部での発

熱によるボゾラン反応増進が考えられる。
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実際の建設工事に準じた手順による美大鉄筋コンクリート柱の施工試験

石炭灰を混入したコンクリートを建設工事で実用する場合の施工性を検証するために，施工試験として一

般的な施工手順に準じて実大サイズの鉄筋コンクリート柱についてのコンクリート打設を実施した。試験体

数は３体で，石炭灰混入の有無とコンクリートの設計基準強度を変数としている。その結果から得られた知

見を以下に列記する。

・石炭灰を混入したコンクリートについても，適切な調合設計を実施することで目標の品質を確保でき，生

コンプラントで製造したレディーミクストコンクリートとしての提供が可能である。

・石炭灰を混入したコンクリートの打設においても，普通コンクリートの場合と同様にコンクリートの充填

性は良好であり，顕著なブリージングは認められなかった。

・石炭灰を混入した場合も，フレッシュコンクリートのワーカビリティーを損なうことなく打設を実施でき，

施工性は従来の普通コンクリートによる場合と同様であり，ポンプ圧送車によるコンクリート打設が可能

であることを確認した。

美大鉄筋コンクリート柱の‡載荷実験

施工試験で製作した３体の美大鉄筋コンクリート柱を試験体として，弾性範囲内での軸圧縮載荷実験を行

い，その際の軸圧縮性能を検討した。更に，軸力を一定に保持しつつ，水平方向に正負漸増繰り返し載荷を

破壊に至るまで加え，実大鉄筋コンクリート柱の水平抵抗性能を検証した。実験変数は石炭灰混入の有無と

コンクリート設計基準強度および載荷する軸力比である。その結果の検討および考察から得られた知見を以

下に列記する。

・実大鉄筋コンクリート柱と同時に作製し標準水中養生したコンクリート供試体の材料試験から，石炭灰を

混入したコンクリートの圧縮強度と引張強度の関係，圧縮強度とヤング係数の関係，圧縮強度と圧縮強度

時のひずみの関係，圧縮強度とポアソン比の関係は，普通コンクリートに対する既往の評価式および提案

式と良好に対応することを確認した。

・コンクリートの圧縮強度に関して，石炭灰を混入した場合は設計基準強度に近い値となったのに対して，

普通コンクリートでは設計基準強度を超えて大きな余裕率を示した。石炭灰を混入するコンクリートの調

合設計強度を定める際の設計基準強度に対する余裕率に関して更なる検討が必要である。

・実大鉄筋コンクリート柱の弾性時におけるヤング係数は，石炭灰の混入に関わらず，コンクリート供試体

試験の結果と同等で，普通コンクリートのための既往の算定式で評価できる結果となった。また，実大鉄

筋コンクリート柱の弾性時におけるポアソン比も，石炭灰の混入に関わらず，コンクリート供試体試験の

結果と同等で，普通コンクリートのための既往の提示範囲で評価できる結果となった。ただし，本実験で

は軸力比で０．１もしくは０．２までの軸力までしか載荷していないことを付記する。
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・試験体の各水平変形角におけるひび割れ等の損傷性状に関して，石炭灰の混入による有意な差は見られず，

石炭灰を混入した試験体は普通コンクリートと同様の性状を示した。

・石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱は，普通コンクリートによる場合と同様に，既往の終局せん断

耐力式による計算値を上回るせん断耐力を有していることを確認した

・石炭灰混入の有無，コンクリート強度および軸力比の相違に関わらず，実験による最大水平耐力は曲げ終

局耐力計算値を約１割上回る値となった。その原因としては，主筋の降伏後のひずみ硬化による強度上昇

が挙げられる。

・水平カー水平変形角履歴曲線，水平変位分布，曲率分布に関して，試験体の美大鉄筋コンクリート柱は同

様の性状を示しており，石炭灰混入による顕著な影響は認められなかった。

・各試験体ともに高さ方向に関する主筋のひずみ分布性状は，ややばらつきはあるものの，曲げモーメント

図の形状と類似しており，試験体による大きな差違は見られなかった。主筋の降伏した部分をヒンジ額域

と見なすと，変形角Ｒ＝２％時点において，部材両端部から部材せいに等しい高さ部分がヒンジ嶺域とな

っていることを示した。

・帯筋および中子筋のひずみ分布性状の検討から，石炭灰混入の有無に関わらず，いずれの試験体において

も変形角Ｒ＝０．５％のサイクル以降で中子筋および帯筋がせん断力を負担し，せん断補強としての役割と拘

束効果を発揮していることを確認した。

・既往の文献に基づく鉄筋コンクリート柱の損傷度判定の結果から，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリー

ト柱の水平載荷に対する損傷レベルは，普通コンクリートによる場合と同程度であることを確認した。

・コンクリート強度と軸力比の等しい試験体では，石炭灰混入の有無に関わらず，曲げひび割れ点，曲げせ

ん断ひび割れ点，せん断ひび割れ点，曲げ降伏点，最大耐力点のいずれの点ともに同レベルの水平変形角

および耐力比で推移したことから，水平荷重の増大に対して，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱

は普通コンクリートによる場合と同様の履歴経過を辿ることを確認した。

・各履歴ループについての等価粘性減衰定数の検討から，石炭灰を混入した実大鉄筋コンクリート柱は，普

通コンクリートによる場合と同様に，充分なエネルギー吸収能力を有していることを確認した。

・石炭灰を混入した美大鉄筋コンクリート柱の曲げひび割れ点，曲げせん断ひび割れ点，せん断ひび割れ点

の耐力は普通コンクリートを用いた部材に対する既往の耐力評価式により精度良く評価できることを確認

した。

・水平変形角Ｒ＝０．４％の時点で損傷程度が性能設計法における使用限界状態に概ね対応し，水平変形角Ｒ＝

０．７％の時点で修復限界状態に相当した。

・曲げモーメントと曲率の分布性状の検討から，石炭灰を混入した試験体は普通コンクリートによる場合と

同等の曲げ変形性能を持つことを確認した。

・寸法効果の影響に関して既往の研究を含めて検討し，実大柱の弾性時におけるヤング係数はコンクリート

供試体のヤング係数から評価することができ，鉄筋の有無，寸法効果および石炭灰混入の影響による有意

な差はなかった。実大柱の弾性時におけるポアソン比はコンクリート供試体のポアソン比から評価するこ

とができ，寸法効果および石炭灰混入の影響は小さいが，鉄筋による補強の影響を受ける可能性があるこ

とがわかった。
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・寸法効果の影響による鉄筋コンクリート部材の水平耐力の変動が石炭灰混入の影響を受ける可能性がある。

ただし，この結果は本実験のデータに基づく推定であり，この現象を定性的に把握するためには更なるデ

ータ蓄積による検討が必要である。

本研究の実施により，石炭灰を活用した鉄筋コンクリート部材が普通コンクリートによる場合と同等の構

造性能および耐震性能を保有していることを実大サイズで検証し，また，従来の工法により実施工が可能で

あることを確認した。従って，石炭灰を多量に使用した鉄筋コンクリート建築物が構造安全性および施工性

の面から実現できることを示した。しかしながら，本研究における試験および実験は限られた手法によるも

ので，また，その試験体数も充分とは言えない。従って，実用化に向けて更なる実験データの拡充および検

討項目の充足が必要不可欠である。

本研究の成果が石炭灰の建築分野における多量活用技術の早期実用化に向けた基礎となり，環境保全およ

び資源リサイクルによる循環型社会の実現に貢献できることを切望する。
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鮒　　辞

本研究を行う際に中国電力（株）技術研究センターの協力を得ました。また，実大実験を遂行するにあた

り広島大学大学院工学研究科耐震工学研究室，福山大学ハイテクリサーチセンターおよび同大学工学部南研

究室の大学院生，卒論生に多大なる協力を得ました。ここに併せて深謝いたします。特に広島大学平成１３

年度修論生黒河勝之氏（現竹中工務店），同平成１４年度修論生中谷誠氏（現積水ハウス）には学生諸君の

牽引的役割を果たしていただきました。特に名を挙げて感謝の意を表します。

試験体製作にあたっては，材料をご提供いただきました高周波熱錬（株）許斐光生様に感謝いたします。

また，試験体製作から実験実施にあたり貴重な助言をいただきました長岡鉄工建設（株）坪島薫社長に深謝

いたします。
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付録－１石炭灰に関する資料

電気事業において石炭火力発電が原子力に次ぐベース供給力として位置づけられ，石炭火

力発電所の新設とあわせて石油火力発電所の石炭火力への転換が進んでいる。そのため，石

炭火力発電所から生ずる石炭灰の発生量は，付図ト１に示す通り，１９９７年には約４４０万ｔ

であったものが２０００年には５１０万ｔに，さらに２００５年には７７０万ｔを超し，急増するこ

とが確実視されている。現在その５０％～８０％が有効利用されているが，その他は灰捨場に埋

立て処分されている。

千トン

８０００

７０００

６０００

５０００

４０００

３０００

２０００

１０００

０

㌔ 〆 童 く竜

麦

㌔
く●：史：▲．
蓬抱 ：’ ミ

‡＋＋＋＋き

盈辱

●く・ヽ●：÷

ソ．・，・′：謹 ．．．．

＃

・ヽ〉．・Ｈ・

，ヽ・：くヽ・

・＞’・＼●

￥ざ‡■．●㌍

琵

喜

鯖

・串 ・

・．・＞
：ウ：く

：車と●

襲 致

黒

♯ 珪 …菩…＝：：≡至 ；・＞Ｘ・章欝

堂

＞：・’∴

雷 亭 ●…‡

，好
鰐 ∨・が ；‡

、・・：：・：

詰 正 宗

宰 拶

く■－・●・’・

藻 草 点

闇ｖ．

≦騨　 ‾　　　　　　　　　　　　　　 ｌ
ｌ ｌ

１９９７　　　　　　　２０００　　　　　　　２００５

付図１－１石炭灰の発生量推移と有効利用の現状

石炭灰の有効利用について，付図１－２に示す通り，分野別では石炭灰の有効利用全体の約

７０％をセメント・コンクリート分野が占め，続いて土木・建築分野農林・水産分野となっ

ている。地球環境問題と資源リサイクルの観点から１９９１年には「再生資源の利用促進に関

する法律」が制定され，石炭灰は指定副産物に定められたことからその有効利用の開発が一

層求められる情勢になってきている。

セメント原料

４２％

付図１－２　再資源化の内訳
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石炭灰は石炭の燃焼した残漆で，工業分析の灰分に相当し，石炭火力発電所から発生する

石炭灰は現在主力の微粉炭焚においては発生箇所別にフライアッシュとクリンカアッシュに

大別される０また有効利用の観点から製品別に分類すると，原粉，ＪＩＳフライアッシュ，粗

粉，クリンカアッシュとなる。この概略系統を付図１－３に示す。

付図１－３　発生個所および製品別分類
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発生者所による分類

微粉炭燃焼ポイラの燃焼ガスから集塵機で採取された石炭灰。

微粉炭燃焼ポイラの燃焼ガスが空気予熱器・節炭器などを通過する際に落下採取され

た石炭灰。

微粉炭燃焼ポイラの炉底に落下採取された石炭灰。

製品別による分類

フライアッシュとシンダアッシュの混合物。

原粉を分級選別した細粉でＪＩＳＡ６２０１に適合するもの。

原粉を分級し粒度調整をした粗いもの。

クリンカホッパに落下した灰を収集し，被砕・脱水・粒度調整したもの。

本研究における石炭灰の名称は，製品別による分類による名称を使用する。一般的に「原

粉」を石炭灰，「ＪＩＳフライアッシュ」をフライアッシュと表す。
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石炭灰の性質について物理的，化学的性質に分けて説明する。

（１）物理的性質

１）色と形状

石炭灰の色は大部分が灰白色であるが，灰中の未燃炭素が増えるにしたがって黒み

を帯びてくる。さらにそれぞれの発生箇所によって形状の違いが生ずる。

２）比重

ボトムアッシュ，フライアッシュともに１．９～２．３の範囲であるが，かさ比重は０．８

～１．０である。

３）粒度分布

ボトムアッシュの大部分は１．０～１０ｍｍ粒径範囲のものがあるが，粒度分布はかな

り広く，０・１～１ｍｍが５０％，１ｍｍ以上が５０％程度である。シンダアッシュの粒径は

０．１～１ｍｍ，フライアッシュは０．１ｍｍ以下の粒径である。

（２）化学的性質

１）鉱物組成

石炭灰は各化学成分が単独で介在するものではなく，融解によって化合物となって

存在する。その結晶質鉱物の主なものはクオーツ（石英ＳｉＯ２），ムライト（２ＳｉＯ２・

３Ａ１２０３），マグネタイト（Ｆｅ３０４）などである。また，非結晶質のガラス分が多量に存

在している。

２）化学成分組成

石炭灰の化学成分組成は，炭種の違いにより多少の差異は認められるが，主な化学

組成はシリカ（ＳｉＯ２），アルミナ仏１２０３）が全体の７０～８０％を占め，その他の成分は微

量のＦｅ２０３，ＣａＯ，ＭｇＯ，Ｎａ２０，Ｋ２０などの酸化物となっている。

３）徹主成分組成

石炭中の灰分は，根源植物中の無機質と石炭生成時に混入した粘土や岩石からなっ

ているため，産炭地によって異なるが，全水銀，カドミウム，鉛，ヒ素などの金属が

微量に含まれている。
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石炭灰の特徴を生かしコンクリートの混和材として利用したとき，他の素材には見られな

い（１）～（８）の特長を以下に述べる。

（１）長期強度の増進

セメントに石炭灰を入れる混合した場合，セメント中のカルシウムと石炭灰のシリカ

によってボゾラン反応が長期間継続するため，セメントだけの場合よりも長期強度が増

進し，耐久性に富んだ構造物ができる。

ボゾラン反応

石炭灰をコンクリートの混和材として使用した場合，ガラス状のシリカ（ＳｉＯ２）やアルミ

ナ（Ａ１２０３）がセメントの水和によって生成される水酸化カルシウム［Ｃａ（ＯＨ）２］と徐々に反

応して，カルシウムシリケート水和物等を生成する。この反応は，ボゾラン反応と呼ばれ，

生成された水和生成物と類似した化合物となり，コンクリートの耐久性や水密性を高める。

こうした一連の反応は次のように表せる。

Ｃａ（ＯＨ）２＋【ＳｉＯ２，Ａ１２０３］ ３ＣａＯ・２ＳｉＯ・３２Ｈ２０

（カルシウムシリケート水和物）

３ＣａＯ・Ａ１２０３・６Ｈ２０

（カルシウムアルミネート）

３ＣａＯ・Ａ１２０３・３ＣａＳＯ４・３２Ｈ２０

（エトリンガイド）

（２）乾燥収縮の減少

石炭灰を混合したコンクリートは，石炭灰の代替率が増加するほどセメント量の減少

により硬化後の収縮率が小さくなり，ひび割れ減少が起こりにくく塵牢な構造物となる。

（３）アルカリ骨材反応の抑制

石炭灰の使用によるアルカリ骨材反応の抑制が証明されている。石炭灰には，けい酸

ソーダの生成反応を抑制し，アルカリ骨材反応を阻止する性質がある。

アルカリ骨材反応

骨材中のある種の反応性シリカ鉱物が，セメント中のアルカリ成分と骨材表面

にけい酸ソーダを生成し，周囲から水分を吸収して膨張し，骨材周辺のセメント

ペーストに浸透圧による水圧を与えて，ひび割れが発生する現象である。
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（４）水和熟の減少

セメントに石炭灰を混合すると，コンクリートの水和に伴う熱の発生を緩和するのに

有効である。この温度上昇は代替率が増加するほど減少する。

（５）水密性の向上

セメントに石炭灰を混合すると，セメント中の遊離石灰と石炭灰のシリカやアルミナ

とが結合して，不溶性の固い物質を作り，コンクリートの組織を繊密にして，その水密

性を増し日時の経過とともに著しく効果を発揮する。

（６）化学抵抗性の向上

セメントに石炭灰を混合するとボゾラン反応の際に生成されるけい酸カルシウム水和

物が組織を綴密にするとともに，反応によって遊離した不安定な水酸化カルシウムが石

炭灰の成分と結合するので，硫酸塩，海水，薬液等に対して顕著な効果を発揮する。

（７）耐熱性の向上

石炭灰中に含まれるセノスフィアと呼ばれる中空灰は，中空であるため密度が小さく，

熱伝導率が小さいため熱に対する抵抗力がある。

（８）ワーカビリティーの向上および単位水生の減少

石炭灰は微細な球形をしており，これを混合すると流動性が著しく改善されるため，

コンクリートの打設が効果的に行え，填隙性がよくなり，仕上がり面が滑らかで美しく

なる。また，同一スランプを得るための所要水量は石炭灰の代替率に比例して減少する。

石炭灰を使用したコンクリートの特徴を簡単にまとめたものを付図１＿４に示す。

ベア　　　 、 ワーカビリティ　 ｌ 、単位水量の　　　　　 、
勒果　　　 ′ の向上　　　　　　　 ′減少 ′ｒ

ン反応効果

リ骨材反応抑制効果

応遅延効果 → 低発熱

みガラス質

、 」

′ｒ

、 」

瀾 率の減少」 ′ｒ

付図１－４　石炭灰を使用したコンクリートの特徴

付－６－

ボールベ
リング効

水和反

焼成済

５充動性向上

密美性向上
長期強度増進
水密性向上
化学抵抗性向上

耐久性向上

ひび割れ防止



石炭灰の製品別による分類におけるＪＩＳフライアッシュは，原粉を分級選別した細粉であ

り，製品として均一性が高いため１９５０年頃から資源としての有効性を着目されコンクリー

ト混和材としての研究がはじまった。その結果，信頼性を特に要求されるダムに活用され始

め，そこで良好な性能と経済性が実証され，現在ではダム，橋梁，水力，火力，原子力発電

所など大型構造物に大量に使用されるに至っており，また建材，道路材料，肥料，地盤改良

など身近なものにも活用されている。

ＪＩＳフライアッシュは，コンクリートまたはモルタルに混和することで①流動性の改善お

よび単位水量の減少，②水和熱の減少，③長期強度の増進，④乾燥収縮の減少，⑤水密性お

よび耐久性の向上，⑥アルカリ骨材反応の抑制などの効果をもつことが，これまでに多くの

調査や研究によって明らかにされ，従来から以下の分野で広く活用されている。

（ｌ）フライアッシュセメントの混合材

コンクリートの単位セメント量内の一部をフライアッシュで代替する（内割混合）方法

（２）コンクリートの混和材

単位セメント量を変えずに骨材の一部をフライアッシュで代替する（外割混合）方法

フライアッシュを用いたコンクリートの施工指針（案）では，混和材として使用したフラ

イアッシュの質量が，結合材中に占める割合を原則ボルトランドセメントの１０～３０％として

いる。また，普通ボルトランドセメントに混合剤としてあらかじめ含まれているフライアッ

シュの質量の割合は，ＪＩＳにおいて５％以下であれば混合してもよいと規定されている。以上

のように，各セメントにおいてフライアッシュ使用目的ごとの混入量の最大値がＪＩＳで定め

られている。

近年，より大量のフライアッシュを有効利用するための研究が行われており，その一例の

使用用途として，コンクリートの細骨材代替材として有効利用する研究が行われている。こ

の方法では今までの利用法よりも大量のフライアッシュを有効利用することができるため資

源の有効利用，環境問題にも対応している。

羽原らは，コンクリート中の細骨材の一部をフライアッシュなどにより置換したコンクリ

ートの組織形成および構造は，通常のコンクリートと本質的な違いはないと述べている。

黄らはフライアッシュをコンクリート中の細骨材の一部として使用し，そのフレッシュ性

状，硬化後の圧縮強度と中性化特性について検討を行っている。その結果，フライアッシュ

をセメントまたは細骨材の一部として使用したいずれの場合も，中性化深さと水セメント比

または単位セメント量との間にはよい相関性が認められていると述べている。

以上のように，近年フライアッシュについては様々な有効利用に関する研究が行われてい

るが，それ以外の石炭灰を用いた研究についてはほとんど行われていないのが現状である。

さらに；より大量の石炭灰を有効利用できるコンクリートの細骨材代替材としての研究もは

とんど行われていない。そのため今後，フライアッシュ以外の石炭灰の有効利用，より大量

の石炭灰を有効利用できる新規用途開発についての更なる研究が必要である。
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付録－２　美大鉄筋コンクリート柱のひび割れ図

変形角Ｒ＝０・２５％，０・５％，１・０％，２・０％における各面のひび割れ図を付図２－１～付図２－９に

示す。同図中における塗りつぶし部分はコンクリートが剥落したことを表している。

１．０％

付図２－１ＦＳ２７ＣＡ東面
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こ＼ヨ・

０．５％

付図２－２　ＦＳ３６ＣＡ東面

０．５％

付図２－３　ＦＳ３６ＮＣ東面

付－９－



付図２－４　ＦＳ２７ＣＡ南面

１．０％

付図２－５　ＦＳ３６ＣＡ南面
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０．５％

付図２－６　ＦＳ３６ＮＣ南面

０．５％

付図２－７　ＦＳ２７ＣＡ北面
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付図２－８

０．５％

付図２－９

ＦＳ３６ＣＡ北面

ＦＳ３６ＮＣ北面
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付録－３　石炭灰を活用した美大無筋コンクリート柱の実験概要

１．はじめに

本研究は石炭灰を多量に混入したコンクリートという新材料を建築物の構造部材等に適用

することを目的とし，石炭灰を含んだコンクリートの力学的特性を明らかにしようとするも

のである。本研究では石炭灰の混入方法を実験変数として，シリンダー型テストピースを用

いた圧縮試験と割裂試験，実大スケールの無筋コンクリート柱を試験体とした圧縮載荷実験

を実施し，石炭灰を混入しない同形状の普通コンクリートと力学的特性について比較検討を

行った。その結果，石炭灰の混入による特性の劣化は見られず，石炭灰を多量に使用したコ

ンクリートの建築構造材料への早期実用化に向けて有用な基礎的データが得られた。

２．使用材料と実験変数

２－１石炭灰

使用した石炭灰は中国電力（株）新小野田発電所および三隅発電所で産出された２種類の原

粉である。前者をコンクリート強度（Ｆｃ＝３６Ｎ／ｍｍ２以下Ｆｃ３６），後者をＦｃ＝２７Ｎ／ｍｍ２（以下

Ｆｃ２７）の場合に使用している。その各種性状は付表３－１に示す通りで，原粉ではあるが新小

野田産はＪＩＳフライアッシュⅡ種に，三隅産はⅢ種に相当する。粒度分布を比較すると付図

３－１に示すように度数は粒径１００ｐｍあたりに差がみられるものの，累積度数に差異はない。

２－２　実験変数と調合設計

実験変数は石炭灰の混入方法および設計強度とした。付表３－２に示すように混入方法とし

て石炭灰を混入しない普通コンクリート（ＮＣ），石炭灰を細骨材置換材として混入するコン

クリート（ＣＡ２０，ＣＡ４０），粉体代替材として混入する高流動コンクリート（ＨＦ）の４種類を設

付表３－１使用した石炭灰の性

産出発電所
湿分 強熱減量 密度 ブレーン値 フロー値比 ＭＢ吸着量

備考
（％） （％） （釘Ｃ㌔） （ｃｍ２／ｇ） （％） （喝 座）

新小野田 ０．１以下 ３．２ ２．１３ ３，２００ １０１ ０．４４ Ｆｃ３６用

三隅 ０．１以下 ２．３ ２．１６ ２，８４０ ９１ ０．４７ Ｆｃ２７用
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定した。４週の設計強度に対してＦｃ３６およびＦｃ２７の２種類を設定し，空気量４．５％，ＮＣと

ＣＡ２０，ＣＡ４０はスランプ１８ｃｍ，ＨＦはスランプフロー６５ｃｍを目標に試験練を行い調合を決

定した。調合表を付表３－３に示す。細骨材置換材とする場合では，細骨材体積の２０％を石炭

灰で代替したもの（ＣＡ２０）と４０％で代替したもの（ＣＡ４０）の２種類とした。既往の研究で施工

性の面から限界値とされている２０％とその倍の場合の特性を把握するためである。粉体代替

材として混入するＨ万一では既往の研究に基づき，粉体重量の５０％程度を石炭灰で代替してい

る。なお，セメントには普通ボルトランドセメント，砂には砕砂（表乾比重２．５８，吸水率１．０１％，

ＦＭ３．１３）と陸砂（表乾比重２．５８，吸水率１．５１％，ＦＭｌ．６８）の混合物，粗骨材には砕石（表乾比

重２．７２，吸水率１．０１％，ＦＭ６．７４）を使用しており，混和剤はＡＥ剤（サンフローＡＥ・９）と高性

能減水剤（ＨＳ・７００Ｓ）を使用し，粉体重量（セメント＋石炭灰重量）に対して添加した。

付表３－２　試験体名と石炭灰混入方法

試験体 コンクリー ト種類 石炭灰混入方法

ＮＣ 普通コンクリー ト な し

ＣＡ２０ 石炭灰コンクリー ト（２鵬） 細骨材置換（体積比２鵬）

ＣＡ４０ 石炭灰コンクリー ト（４鵬） 細骨材置換（体積比４鵬）

ＨＦ 石炭灰コンクリー ト （高流動） 粉体代替（重量比約５鵬）

付表３－３　コンクリートの調合表

試験体
Ｌ迫 単位量（ｋ釘㌦）・ 混和斉Ｍ％）

水 セメン ト 石炭灰 細骨材 粗骨材 ＡＥ剤 高性能減水剤

ＮＣ

３６

Ⅳ皿㌔

１８７ ４３５ ０ ７４８ ９２１ １．２

ＣＡ２０ １８０ ３６０ １２１ ５９１ １０２２ ６．０ １．０

ＣＡ４０ １８０ ３３０ ２４７ ４７５ １０１６ ２．３ １．２

ＨＦ １７５ ２８５ ２８５ ６９４ ７８９ ２．０ １．９

ＮＣ

２７

Ｎ／ｍ ２

１８６ ３５８． ０ ８１０ ９２７ ０．５ 一
ＣＡ２０ １８０ －３００ １２４ ５６９ １０６２ １２．２ ０．７

ＣＡ４０ １８０ ３００ ２５９ ４５２ １０５１ ３．６ １．２

Ｈｆ－ １７５ ２５０ ３００ ６９７　■ ７９１ ７．２ １．９

３．テストピースの材料試験

直径１００ｍｍ，高さ２００ｍｍのシリンダー型テストピースは打設後３日で脱型し，気中養

生した。所定の材齢時においてアムスラー試験機を用いて２～３本の圧縮試験を行い，圧縮

強度，ヤング係数（１／３強度時の等価剛性）およびポアソン比（コンプレッソメーターを使用）

を算定した。また同時に割裂試験を実施し引張強度を求めた。

４．美大無筋コンクリート柱の圧縮載荷実験

実大試験体は実構造物の柱を想定した付図３－２に示す断面８００×８００ｍｍ，長さ１６００ｍｍの

無筋コンクリート柱である。試験体の作製にあたって，生コンはプラントからミキサー車で

搬送し，鋼製型枠を用いて横打ちで打設した。３日後脱型し気中養生した。Ｆｃ３６の試験体数

は前項で述べたコンクリート種別に従って４体である。Ｆｃ２７の試験体は普通コンクリートを

２体とし計５体，併せて試験体総数９体である。

付－１４－



載荷実験は同試験体と同時に打設したテストピースが設計強度に達した時点で，広島大学

所有の３０ＭＮ大型強度試験装置を使用して実施した。付図３－３に示すように試験体を横置き

とし，単調増加の圧縮力を加え，破壊に至るまで載荷した。変位計を付図３－２に示したよう

に検長区間３０ｃｍで試験体両側面に４本ずつセットし，ひずみゲージも試験体表面に適宜貼

付している。荷重は大型強度試験装置の圧力ゲージから直接取り出して記録した。試験体が

横置きであるため重力の影響を受けていることが考えられるが，各荷重段階のひずみ分布状

況は試験体断面および長さ方向にほぼ均一であり，重力による有意な影響は無いと判断した。
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付図３－２試験体形状および変位計の設置位置

付図３－３　大型強度試験装置
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５．実験結果

実験結果の一例として，各試験体の最大応力ロｍａｘとテストピースのの材料試験により得ら

れた材料強度αＢを比較して付図３－４に示す。

いることがわかる。

普通コンクリート
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付図３－４　最大応力の検討

６．まとめ

石炭灰の混入方法およびコンクリート設計強度を変数として，美大無筋コンクリート柱の

圧縮載荷実験を実施した。実験結果の検討およびテストピースの材料試験結果との比較から，

コンクリート種類のそれぞれにおいて最大応力および最大応力時のひずみが寸法効果の影響

を受ける，ヤング係数には寸法効果の影響は見られない等の知見を得た。
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付録－４　石炭灰を活用した準美大鉄筋コンクリート柱の実験概要

１．はじめに

本実験は石炭火力発電所で排出される廃棄物である石炭灰を再生資源として有効利用する

ことを背景として，石炭灰を使用した鉄筋コンクリート部材の耐震性能を把握することを目

的としている。まず，曲げ降伏先行型の準実大鉄筋コンクリート柱を作成し，載荷実験から

曲げ特性を検証した。実験変数は石炭灰の混入方法とし，柱型試験体に一定軸力を加えなが

ら水平方向の変位漸増正負交番繰り返し載荷を行った。ひび割れの進展や水平耐力等に関し

て実験結果を比較検討したところ，石炭灰を混入した場合も普通コンクリートと同等の性能

を示しており，鉄筋コンクリート部材への適用の有効性を確認することができた。

２．使用材料と実験変数

２－１石炭灰

石炭灰には中国電力（株）三隅発電所で産出された原粉を使用した。その各種性状を付表

４－１に，粒度分布を付図４－１にそれぞれ示す。

付表４－１使用した石炭灰の性状

測定項 目 単位 石炭灰 試験 の方法 ＪＩＳ規格

湿分 ％ ０．１以下 ＪＩＳＡ２６０１ －
強熱減量 ％ ２．‾３ 〝 ５以下

比重 ｇ／ｃｍ３ ２．１６ 〝 １．９５以上

比表面積 ｃｍ２／ ２，８４０ 〝 ２４００以上

フロー値 比 ％ ９１ 〝 －
ＭＢ吸着量 ｍｇ／ｇ ０．４７ ＪＣＡＳ１６１ －
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付図４－１使用した石炭灰の粒度分布

２－２　実験変数と調合設計

実験変数は石炭灰の混入方法とし，付表４・２に示すように石炭灰を混入しないＮＣ（普

通コンクリート），細骨材置換して混入するＣＡ（石炭灰コンクリート），粉体代替とし
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て混入するＨＦ（石炭灰高流動コンクリート）の３種類を設定し，それぞれ２８日強度

２７Ｎ／ｍｍ２，空気量４．５％，スランプ値１８ｃｍ，スランプフロー値６５ｃｍを目標に調合設計を

行った。調合表を付表４－３に示す。既往の研究に基づき，ＣＡでは細骨材体積の２割を，

ＨＦでは粉体重量の５割強を石炭灰で代替している。なお，セメントには普通ボルトラン

ドセメント，砂には加工砂と陸砂の混合物，粗骨材には砕石を使用しており，混和剤とし

てＡＥ剤と高性能減水剤を添加した。

付表４－２　試験体一覧

試験体名 コンクリー ト種別 石炭灰混入方法
ＮＣ 普通コンクリー ト なし
ＣＡ 石炭灰コンクリー ト 細骨材置換率 （２０％）
ＨＦ 石炭灰高流動コンクリー ト 粉体代替

付表４－３　コンクリート調合表

試験体名
セメント 水 ‾石炭灰 細骨材 粗骨材 混和剤

（ｋｇ／ｍ３） （ｋｇ／ｍ３） （ｋｇ／ｍ３） （ｋｇ／ｍ３） （ｋｇ／ｍ３） （％）

ＮＣ ３５８ １８６ ０ ８１０ ９２７ １．０１
ＣＡ ３００ １８０ １２４ ５６９ １０６２ １２．９

ＨＦ ２５０ １７５ ３００ ６９７ ７９１ ４．８

２－３　材料特性

試験体と同時に作成したコンクリートシリンダの実験実施日の力学的特性を付表４＿４に示

す。ＮＣとＨＦに比べＣＡは強度発現に時間を要した。これは石炭灰のボゾラン反応を考慮

して，調合でセメント量を減少させたことが原因と考えられる。

試験体柱部分の鉄筋にはＤ６，Ｄ１６，Ｄ１９の３種類を用いた。力学的特性を付表４－５に

示す。

付表４－４　実験実施時のコンクリート力学的特性

試験体 名
材 令 圧縮強度 αＢ 引張強度 α ｔ ヤ ング係数Ｅｃ ポアソ ン比

（日） （Ｎ／ｍｍ２） （Ｎ／ｍｍ２） （ｋＮ／ｍｍ２）
Ⅴ

ＮＣ １５ ２７．７ ３．０５ ２５．８ ０．１９０

ＣＡ ２８ ２６．３ ２．８８ ２２．９ ０．１７０

ＨＦ １５ ２７．９ ２．２５ ２４．０ ０．１７０

付表４－５　鉄筋の力学的特性

種類
降伏応 力度 最大応 力度 ヤ ング係数

ｑ訂 （Ⅳ ｍｍ２）和 一（Ⅳ ｍｍ２）Ｅｓ（ｋＮ／ｍｍ２）

Ｄ６ ３８３ ５５２ １７４

Ｄ１６ ３９３ ５５８ １８７

Ｄ１９ ３５６ ５１１ １５６
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３．実験方法

３－１試験体

試験体は付図４－２に示すように断面４０ｃｍ角，高さ１ｍの準実大（約２／３スケール）の

柱と固定用のスタブから成る。柱の主筋には８本のＤ１６と４本のＤ１９を組み合わせて使

用し，帯筋にはＤ６を５０ｍｍ間隔（帯筋比ｐｗ＝０．３２％）で配しており，曲げ破壊先行型と

なるよう設計している。試験体の製作においてコンクリートの打設は木製型枠を使用し縦

打ちとした。

３－２　載荷方法

載荷は付図４－３に示すようにスタブを反力床にＰＣ銅棒にて繋結し，２基の油圧ジャッキ

により行った。柱の軸方向力は４４１ｋＮで一定としており，低層建物における軸力比０．１程度

に相当する。水平方向は変位制御の正負交番繰り返し載荷とした。水平ジャッキが押す方向

を正，引く方向を負とする。ジャッキ能力の限界から１／５０は正加力１回のみとし，その後に

押し抜いた。なお，本実験では水平変位測定用変位計のうち最上部に設置した変位計の測定

値をその変位計の高さ６０５ｍｍで除した値を柱の変形角Ｒとした。

３－３　計測方法

荷重は付図４－３に示したように各ジャッキに設置したロードセルにより，試験体の水平変

位は同図にあるように柱５点とスタブ１点について設置した変位計により測定した。この他

にも柱の軸方向変位および曲率を測定するための変位計を設置しており，また，主筋および

帯筋の約５０点にひずみゲージを貼付し鉄筋のひずみの進展状況を計測している。これらの

データはスイッチボックスとデータロガーを介してパソコンに収録した。
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正面　【単位‥ｍｍ】

付図４－２　試験体の外形と配筋詳細
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付図４－３　実験装置（正面）



４．実験結果

実験結果の一例として・最終損傷状況の比較を付図４－４に，水平カー水平変位履歴曲線の

比較を付図４－５にそれぞれ示す。いずれの試験体ともに正負両方向に大きな斜め方向のせん

断ひび割れが発生したが，せん断破壊や急激な耐力低下を起こすことなく，実験終了に至る

まで安定した履歴性状を示した。図からわかる通り，損傷状況および水平カー水平変位履歴

曲線において，石炭灰の混入による有意な差は見られなかった。
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付図４－４　最終損傷状況
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付図４－５　水平カー水平変位履歴曲線
５．まとめ

コンクリートへの石炭灰の混入方法を実験変数として，曲げとせん断が作用する準実大鉄

筋コンクリート柱を試験体とした静的載荷実験を実施した。ひび割れ性状，履歴曲線，最大

耐力等の実験結果を検討し・石炭灰の混入による耐震性能の射ヒは起こらず，普通コンクリ

ートの場合と同等の性能を発揮できることを確認した。
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